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① 橋本・小測・森三政権の総合政策=構造「改革」路線の前提
本章では， 90年代後半以降に変遷した自民党・連立政権による政策路線を追
究するが，第lに， 1996年1月成立の第1次橋本(自民・社・さ連立)政権， 96 
年1月成立の第2次橋本(自民)政権による 6大「改革」路線と列島「グラン
ドデザインJ( I五全総J)について，第2には， 98年7月成立の第1次小測政
権， 99年 1月成立の第 2次小測(自・自)政権， 99年10月成立の第3次小測
(自自公)政権による経済「再生」路線と農基法「改定」について， さらに第
3には， 2000年4月成立の森(自公保)政権，同年7月成立の第2次森(自公
保)政権による 1T 1"革命J路線と省庁再編について論じ，いずれもがアメリ
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カとわが国財界による期待と要求への積極的対応として「結実」した政策路線
であったことを明らかにする。
ソ連崩壊によってアメリカとともに日本も世界秩序の新しい枠組みづくり
(世界市場の再編)に参加し，独占資本が多国籍企業として広大な市場に進出で
きる「大競争の時代」となった。 70年代のN1 E S， 80年代のASEAN諸国
への進出段階から，さらに世界的規模での進出に飛躍しはじめた90年代は，戦
後日本資本主義の画期的段階を迎えたということができ，アメリカの要求への
積極的対応こそが，日本の「国益」に一層見合うものとなったのであるo 1997 
年5月に橋本政権の下で自民，自由，公明の賛成により可決された「日米防衛
協力のための指針J(新ガイドライン)によって， NATO I新戦略概念」となら
んでアメリカによる新軍事世界戦略の不可欠の一翼を担うことになったのも，
その重要な一環であったが， 99年8月には， I新ガイドライン」の実効性を確
保するために「周辺事態法J=戦争法が施行され，グローバルに戦闘行動が可
能となるに至った。 2000年7月に森政権下で策定された「防衛白書」が米軍の
干渉・介入戦争への協力を自衛隊の任務とする「戦争法」の発動に備えた態勢
づくりを強調してみせたのも，同一線上の路線であった。 2000年12月に森政権
下で決定された次期防(I次期中期防衛力整備計画 2001，.2005年J)では， 5年
前の中期防 (24~1s2 ， 300億円)の大軍拡予算を継承して，さらに9， 300億円上積み
して総額25兆1，600億円の規模としたが，軍事費を聖域化して財政破綻をさら
に深刻化させたばかりか，近隣諸国との関係やアジアと世界の平和と安定にも
重大な障害をもたす軍事計画を構築した。日米関係は，対米従属というだけで
なく， 日本の支配層が多国籍企業の世界的展開の保障として日米軍事同盟の強
化や沖縄における米軍のプレゼンスを積極的に容認してし、く体制だったのであ
る(1)0
1985年のプラザ合意による低金利政策の採択， 1989年から 1年間にわたる日
米構造協議は日米経済関係の重要な転換点となったが，その結果， 99年2月に
は短期のコールレートを0.15%に引き下げ，貸し側手数料を除くと事実上のゼ
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ロ金利となる歴史上空前の超低金利政策を採用するに至った。大銀行などは金
利低下分だけ業務純益を計上できたが，中小企業へは貸し渋りする一方で，各
種の投機には資金を投入していったが，同時に，より高利のアメリカに資金が
投入されるシステムが形成され，ウオール街の株高を維持しつづけたのである。
また， 1989年の日米構造協議は， 92年から毎年50兆円もの税金を投入して
「公共」事業を中心とした経済政策を推進し，借金漬け財政の原因を作り出す
起点ともなった。すなわち， 90年2月の第3回会合でアメリカは日本のGNP10
%の「公共」投資支出を要求し， 10年間で430兆円もの巨額な「公共」投資の
実施に合意したが， 94年には，さらに200兆円上積みして630~包円もの巨額な
「公共投資基本計画」が策定された。要するに，要求の上積みではなく，最初
に総額を設定されたことがその後の途方もない「公共」事業の無駄を生んでい
く起因となったが， 1999年9月には， 日銀は，アメリカの対日内需拡大要求に
対応して， 630兆円を含めた公共事業の推進に見合う財源確保の措置として，
国債の「買い切りオペ」などの量的金融緩和政策の実施に遂に踏み切ったので
ある。
2000年3月クリントン大統領は議会に「年次通商報告書」を提出して，“日
本の市場開放は現政権にとって最優先課題の一つである"と強調し， 2000年7
月にはサマーズ財務長官も 7カ国蔵相会合後の記者会見で，“内需主導の景気
回復が日本の最優先課題"と主張したように，ゼロ金利政策の継続(日米蔵相
会議でのサマーズの要求)のもとで，国債の増発による「公共」事業など財政に
よる景気支援，規制緩和の推進や構造 f改革」など，対日要求は際限なく強め
られた(本稿 11アメリカの新世界戦略と日本の対応」参照)。
以上のような90年代日米関係が新展開する情勢下で， 96年1月に経団連は，
“わが国の経済社会をとりまく環境は依然厳しく，経団連として取り組むべき
課題は内外に山積している"として，まず，“税制改革の断行，規制の撤廃・
緩和，新産業・新事業の育成，不良債権の適正な処理を中心とする金融システ
ムの安定化等，経済の構造改革を早急に進めることが不可欠であり(中略)， 
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法人税負担の引下げを実現する必要がある"という要求を示し，“規制緩和や
税制改革等，経済の構造改革を進めていくためには(中略)結局は，政治のリー
ダーシップがあるかどうかにかかっている"として，“経団連の責務"は“今
や，経済界が自ら，自己の判断と責任において，新しい経済社会を切り拓いて
いかなければ，わが国の発展はありえないという時代を迎えている(中略)自
ら，わが国の進むべき方向を指し示し，新しい経済社会を築いていくという覚
悟で，活動を進めていただきたい"と説いて円政治の操縦を一層強化するこ
との必要性を強調した。 96年 1月の橋本新政権の成立に際しては，経団連の豊
田(トヨタ自動車会長)会長も橋本新首相を訪ね，規制緩和，税制改革，首都
機能の移転などの構造「改革」推進を要求している (3)O
以上のような財界の総本山=経団連の要求に対応して， 1996年6月に自民
党の行政改革推進本部が「橋本行革の基本方向について」を発表し，“1981年
以降，土光臨調が「増税なき財政再建」を旗印として，国鉄，電電，専売の三
公社の民営化をはじめ，年金，医療保険の改革や行政組織の再編・合理化など
推進したが，巨額の財政赤字，バブル経済の後遺症などの深刻な問題にも直面
している O 効率的でスリムな政府を作りあげ， 国際社会・経済の領域でも，
市場経済の拡大と深化が進む一方， ヒト，モノ，カネ，情報が極めて迅速に地
球規模(グローパリゼーション)で動き回るようになってきている O 企業は，激
しい競争に勝ち抜くため，有利な環境を求めて国境を越えて移動(経済の空洞
化)するようになり，いわば，人や企業が国を選ぶ時代が到来しようとしてい
る。一言で言えば， I大競争(メガ・コンペティション)時代」の到来である。
このような大競争時代にあって，効率的でスリムな政府と活力ある社会・経済
システムの構築が課題である。今回の橋本行革は，時代環境の大きな変化を前
にして，わが国がこれまで依拠してきた価値観とそれに基つ。くシステムについ
て歴史的な転換を図ろうとするものである"として「改革」の必要性を述べて
いるが，そこで具体的に強調されたことは，“改革の方向国の役割の見直しと
スリム化"や“首都機能移転とも関連させた中央官庁の再編成'¥“公務員制
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度の改革"や“地方分権と地方行政改革の推進"などからはじまって，経済構
造「改革」のための“規制緩和の一層の推進"や教育「改革」プログラムとし
ての“科学技術の振興と人材の育成'¥さらには“高コスト構造是正"と“企
業の公的負担の見直し"など，財界の要求に沿った総合的「改革」に対する抱
負であった。この「橋本行革の基本方向について」こそ，橋本政権をはじめ，
小測・森政権にわたる構造「改革」路線の基本認識となった基点である (4)0
こうした政府=自民党の「改革」意欲に応えて， 1997年のに経団連豊田会長は
年頭メッセージで，“目下の急務である規制の撤廃・緩和は時間との戦いで、あ
り，本年がまさに「脱規制社会」実現の正念場であるO 政策立案への参画経
済界自らも積極的に政策立案に参画してゆく(中略)今年こそが「構造改革元
年」であるという決意のもとに，力強く新たな一歩を踏み出したLゾ' と語っ
ていることからも，そのことが明らかであろう (5)0
以降，財界は“高コスト構造是正は産業競争力強化の出発点"というスロー
ガンを前提にして，多国籍企業化の要請に対応した，法人税や社会保障費負担
の軽減による国際競争力の強化などを旗印にした財政「改革」や社会保障「改
革J，不効率部門(農業や中小企業など)に対する公的資金投入の転換，圏内市
場開放による国際分業の再編と規制緩和，新農業基本法による農業や中小企業
の担っている製造部門のアジアやASEANへの委任，ないしは多国籍企業ア
グリビジネスのための市場化，さらには，公的介護保険の導入や学校のスリム
化による国家の分担領域の軽減，公的部門の民営化などを強要しつづけていく
のである ω。こうした財界戦略への対応として，その要求内容を「改革J(政
策)として立案する組織・機構がまた財界・大企業の代表であり，特に経済審
議会，財政制度審議会，産業構造審議会などの会長がほとんど経団連会長で占
められ，また，その会長の多くが多国籍企業のトップであるという体制が強化
されてきたのである (7)0
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②公共事業の査んだ構造
財政のムダの二大代表は防衛費(実は軍事費)と公共事業であるO この二つ
を問題にすることなく財政，行政，経済，金融，社会保障，教育の「改革」は
ありえなL、。財政再建の早道は軍拡の抑制であるo 1992年の軍事費を国際比較
すると (92年を指数10とした場合)， 96年にはフランス98， ドイツ94，アメリ
カ88，イギリス88といずれも軍縮に向かっていたが， 日本だけが107と突出し
た伸びを示し，世界の流れに逆流していたことを明白にしている O しかも，平
和憲法を誇る日本の軍事費は，アメリカの2，706.0億ドル，ロシア630.0億ドル
に次ぎ世界第 3位の538.0億ドルであり，フランス405.4億ドルやイギリス
344.8億ドル， ドイツ344.8億ドルや中国285.0億ドルなどを引き離していた (8)。
90年代における公共事業の浪費の基点は「公共投資基本計画」であった。日
本の輸出主導型の経済成長は，恒常的に国内需要を上まわる生産能力を内在化
し構造化してきたが，そのために， 90年2月の日米構造協議で，アメリカの国
務次官マコーマックが“輸出につながる産業分野への投資より，公共分野に投
資したほうが賢明"であると指摘し， 日本の対米黒字縮小と大規模公共事業へ
のアメリカ企業の参入をねらって， 日米双方に原因がある問題をアメリカが日
本の一方的な責任で是正するように迫った。つまり， I公共投資基本計画」を
GN P (国民総生産)の10%で実施するように強要してきたのである。これに
応えて， 1990年6月に海部政権が，国債依存度30%超という異例の大量発行に
よる総額430兆円の公共投資計画を作成したが，その後， 1992年7月には，ア
メリカ財務次官補ウェジントンが“日本の対外黒字の増加を考えれば，公共投
資の目標の上積みが必要である"と要求し， 94年7月にも，アメリカ財務次官
補ウェジントンは“430兆円は小さL、。今年の日本の対外黒字は1，000億ドルを
突破しそうなので，内需を拡大する必要がある"と再要求してきた。さらに駐
日大使モンディールも，“600兆円なら歓迎"として総額膨脹を要求するに至っ
た (9)。こうしたアメリカの強硬な要求に応えて， 1994年10月に，村山政権が
430兆円にさらに200兆円上積みした630~巨円の公共投資を1995年度から 10年間
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で行うということを受諾としたのである。その後，世論の批判をうけて， 97年に
橋本政権が期間10年を13年に延長したが，総額は不変であった。要するに，国民
の要求からではなく，最初に総額が630~包円と設定されたことが，その後の途方も
ない浪費の奨励計画ともいえる無駄な「公共」事業を生んでいく起因となったので
ある (10)0
こうした公共事業費は財源調達のために使途を限定して発行される公債・借
入金の利子費を加え，コストの一部としなければ事業費規模といえないから，
直接事業費に特定された公債・借入金利子負担額を加算した総額を実質的な公
共事業規模とする必要がある。たとえば， 93年の行政投資額は51兆1， 270億円
であったが，建設国債利払い費 7兆2，132億円と地方債利払い費 3兆3，502億円
の合計10兆5，634億円を行政投資額(直接事業費)に加算すると，実に20.7%増
しの総計61兆6，904億円にも膨れ上がるのである O 一般税財源の消費も公共事
業が最大であることと共に，まさに財政膨張と累積赤字財政の最大要因が公共
事業にあることが判明する(日)。 “公共投資の財源の半分は，国債，地方債，
財政投融資等の利子っきの資金であり，将来の国民の負担となる"といわれる
所以であった(12)そのために，小淵l首相が“世界ーの借金玉"と自慢したよう
な財政破綻を招き， 99年 9月に， 日銀はアメリカの対日内需拡大要求による公
共事業の推進に対応した財源確保の措置として，国債の「買い切りオペ」など
の量的金融緩和政策の実施に遂に踏み切り，以降，膨脹の一途を辿っていくの
である(表2-1および表2-2参照)。
表 2-1 園、・地方の長期債務の対GDP比
国・地方長期債務(A) GDP(B) A/B (%) 
1 995 410 5 0 2.0 81.7 
1 996 449 5 1 5.2 87. 2 
1 997 492 5 2 O.2 9 4.6 
1 998 553 5 1 4.5 1 0 7 . 5 
1 999 608 5 1 3.7 1 1 8.4 
Aは『労働運動臨時増刊号J(2001年12月号)158図表，
Bは『日本の統計J(2001年版)より引用
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表 2-2 国・地方の長期債務残高の推移 (兆円)
建設国債 赤字国債 国鉄・林野 国・借入金等 重複分 地方借金 合計
1 995年 156 6 7 7 2 1 2 125 410 
1 996 168 7 7 8 0 1 4 139 
1 997 175 8 3 9 9 1 5 150 492 
1 998 187 9 6 1 2 113 1 8 163 553 
199 9 197 122 1 5 116 2 2 179 608 
2 0 0 0 203 r 4 4 1 7 121 2 6 187 645 
r労働運動臨時増刊号J(2001年12月号)158図表より作成
アメリカの要求で決定した630兆円もの「公共投資基本計画」によって， 80年
代前半の20数兆円台から90年代の約50兆円台に膨張した公共事業費はアメリカ
の要求だけにとどまらず，わが国財界の強い要望でもあった。たとえば， 1996 
年7月経団連提言 iT新たな創造のシステム』による国土・地域づくりを目指
してJ( I新しい全国総合開発計画に関する提言J)で，列島改造の再版ともいえ
る98年の「五全総」の事実上プランづくりをやってのけていることからも明ら
かで、ある(日)o
こうした日本の公共事業は， 1995年のサミット参加主要国のカナダ129億ド
ル，アメリカ1， 209億ドル，フランス482億ドルヲ西ドイツ418億ドル，イタリ
ア245億ドル，イギリス199億ドルに対して，これら6カ国合計2，682億ドルの
1.2倍の3，279億ドルという異常な規模にものぼっていた (M)o 表2-3の公共投
資の対GDP比の国際比較をみても，先進国の中でも群を抜いて 2倍から 3倍
の規模になっていたことが明らかであった。
表2-3 公共投資の対GDP比の国際比較 (%) 
日本 フランス ドイツ アメリカ イギリス
1 9 9 5 6. 5 3. 2 2. 4 1.8 1. 7 
1 996 6.2 3. 1 2.2 1. 7 1.4 
1 997 5.7 2.8 2.0 1. 9 
『労働運動臨時増刊号J(2001年12月号)160図表より作成
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表2-4 行政投資(公共投資)
の経費負担別構成 (%) 
~ 地方自治体費 国費
199 0 6 9.0 31.0 
199 1 6 8.9 31. 1 
1 992 6 6.7 3 3. 3 
1 993 65. 2 3 4. 8 
199 4 6 5. 8 3 4. 2 
自治大臣官房地域投資室編『行政投資J(1997年)
最近の公共事業の新たな手法として， PFI (Private Finance Initiative)が
急浮上してきた。 PFIとは民間資金を活用した公共投資であるが，公共事業費
を削減するためとして，国や自治体が発案した事業の都市開発などにゼ、ネコン
や金融機関，鉄鋼などの民間資金を活用し，公共の土地，施設の無償提供，政
府の無利子融資などに加えて，事業が破綻した場合には損害賠償請求に応じる
という，批判のたかまる大型公共事業などを化粧直ししたにすぎない代物であ
る。民間のシンクタンク(日本総合研究所)なども，“PFI等による民間活力の
活用を前提として，主要先進国に比べて 2倍から 3倍の水準にある公共投資の
GDP比率を半減する"として推奨したが (m，こうした動きの中で， PFI推進
部会を設置した経団連も， 98年 7月に IPFIの推進に向けた課題について
JAPICと懇談」を開催して推進の本格化に乗りだし (16)，同年9月には IPFI
の推進に向けて~市場原理を活用した社会資本整備と構造改革の実現-Jと題
する意見書を提出して， PFI方式の積極的活用を政府に要求した問。
さらに加えて，財界が早くからねらっていたのは，首都機能移転にともなう
巨額の公共事業の受注であった。「五全総」とタイアップして大手ゼネコンや
大企業に多大の利益をもたらす巨大事業となることは明白だったからである。
新首都の建設と移転，加えて，東京をはじめ各地と連結する交通網の建設など，
計り知れない巨額の費用を要するとともに，首都移転を大義名分にして移転先
の森林，原野を乱開発することは必定であった(凶)0 これらの諸点については，
行政「改革」と「五全総」についてまとめた本稿のII(l)②2，I行政『改革』
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と省庁再編策」および④「列島『グランドデザイン』と『五全総」の策定」で
再論される。
表2-5社会保障費と公共事業費 (億円)
----
社会保障財源の公的負担 公共投資額(行政投資額)
1 9 9 0年 161， 974 3 6 7 ，9 3 7 
1 991 1 7 0， 2 8 6 4 0 3， 3 6 2 
1 992 1 8 0， 7 6 6 4 6 3， 3 7 3 
1 993 1 8 8， 3 1 6 511， 270 
1 994 1 9 4， 7 6 6 4 7 8， 287 
1 9 9 5 2 0 7 ，9 0 1 5 0 8， 9 4 4 
1 9 9 6 2 1 3， 3 0 4 4 9 1， 2 6 7 
1 997 2 17， 5 3 3 4 5 8， 3 7 9 
1 998 2 1 9，8 8 2 4 7 2， 6 1 3 
総務省作成『行政投資実績』および厚生労働省の国立社会保障・人口問題研究
所『社会保障給付費』より作成。社会保障費については，総理府『社会保障統計
年報』と厚生労働省の国立社会保障・人口 問題研究所『社会保障給付費』に若
干の数値差があるが，時系列的に把握できる後者の数値を採用した。 1998年度の
行政投資額については，総務庁から直接の聞き取りによる。
表2-6 98年度の社会保障費と公共事業費の公費負担割合
----
社会保障費 公共事業費
国 8~包 5 ， 477í意円 9兆6，767億円
地方自治体 1 3兆4，405億円
} 3 7兆5，846億円公団その他
2 1兆9，8 8 2億円 4 7兆2，6 1 3億円
表 2-5と同資料による
社会保障費と公共事業費との公費負担の割合が，概ね公共事業費は国の10兆
円，地方30兆円，公団10兆円で計50兆円，社会保障費は国10兆円，地方10兆円
で計20兆円，という指摘は，表2-5や表2-6からみて妥当である。否，むしろ
社会保障費の公費負担が国際的比較でも極めて低率であり， しかも，さらに削
減されていく傾向にある(附 O 公共事業の方が社会保障費の公的負担より大き
いという国は日本以外にはなL、。公共事業も削減するとしても， PFI方式など
でカバーされてし、く手法が既に着手されており，公共投資聖域の財政基調と
「公共投資基本計画」の総額630~包円枠は， 90年代を通じて，あくまでも不変で
あった。だが，財政再建の上でも景気回復の上でも社会保障中心に切り替える
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ことが急務であり，逆に公共事業が景気回復に役立たないことは建設省の統計
でも明らかであった。たとえば，90年から98年にかけて公共事業費は14%増加
したのに対して公共事業の就労者は36%も減少し，発注状況も資本金1億円以
上の企業に44%から52%へと増加したが， 5千万円未満の企業には47.3%から
36%に逆に減少したのである (20)。従来型の大型公共事業が，“問題点として，
米国より 3割も高いとされる公共事業費もあり，発注過程に政・官・業者の癒
着が存在し，解決しなければ無駄な投資となろう"と鋭い指摘がなされてお
り(21)，専ら大手ゼネコンに吸い上げられるだけで景気対策としてほとんど役
立たなかったことは立証済みであった。雇用確保の面でも，経済対策の名目で
公共事業費を膨張させた90年代には，就労者は逆に大幅に減少した。景気対策
というのであれば，何よりも， GDPの6割を占める個人消費と中小企業の設
備投資を暖めることが先決であり，福祉，医療の拡充や公共事業の生活・福祉
型への転換こそが不可欠だったのである。
他方，公共工事が大型化し，中小企業発注が減少していた中で，97年6月に
政府と中小企業者との契約「方針」が決定されたが (22)，戸その中で，中小企業
向け契約目標額を 4兆9，060億円とし，発注割合では“過去最高"ではあった
が，政府目標の50%発注 (5兆9，394億円)からみて 1兆円余が不足し，また発
注額では97年度の 4兆9，730億円より670億円も減少して，過去最高額であった
95年度の 5兆5，278億円よりも3，500億円も減少したことになる。 98年度官公
需総額 (11兆8，789億円)のうち(国の官公需の約60%が公共工事)，中小企業向
け発注の政府目標は4兆9，060億円(41.3%)であったが (97年までの政府の中
小企業向け発注は実績)，橋本政権は「官公需法J(中小企業向けの官公需発注を確
保する根拠法)廃止を検討しはじめてさえいた。 97年度の中小企業(工業では従
業員300人未満)に働く労働者は，全労働者の73.2%γ 出荷額では全出荷額の
51. 3%を占めており (23)，中小企業の低迷が消費や雇用に与えた影響は甚大だっ
たのである。
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(1)橋本政権の6大「改革」と列島「グランドデザイン」
① 橋本政権の成立と日米支配層の期待と要求
1.村山政権の崩壊と第 1次橋本政権の成立
1994年6月宮沢内閣に対する不信任案が通って衆院解散し，総選挙となって
自民党の単独政権が崩壊した。連立時代に移行して細川政権が成立したが，深
夜の国民福祉税構想など，公約とは相反した策動によって早々と自滅した結果，
95年6月に社会・自民・さきがけ三党連立で村山内閣が成立した。翌年には，
社会党の内紛や阪神・淡路の大震災，オウム騒動などが勃発して政権の力量が
問われ，無力をさらけ出す始末となった。だが，決定的なことは，長良川河口
堰をめぐる野坂建設相の裁定にあった，といえる。自社の連立という手法で実
現した社会党首班の政権ではあったが，与党内第一党は自民党であり，保・保
連合も叫ばれている中では，何時崩壊してもおかしくなかったのである。 96年
正月に，村山前首相は“青空を見て辞任を決めた"といわれている (24)o
1996年 1月第1次橋本政権(自民・社・さ連立)が成立したが，支持率は成立
まもない96年春の「住専」に対する公的資金投入仰や「日米安保共同宣言」
などの問題で低下した。 96年 1月には，経団連豊田会長が組閣後初めて橋本新
首相を訪ね， I橋本新内閣に期待する」と題する意見書を提言し，規制緩和，
税制改革，首都機能の移転なと構造「改革」の推進を要請した (26)。また，
同時に，経団連は「純粋持株会社の全面解禁を求める」と題した意見書も発表
し，金融「改革」の重要な柱となる純粋持株会社の全面解禁を要求した問 。
だが，経団連の斉藤裕評議員会議議長が“現状の連立政権のもとで政策を実行
に移すには， 3党のコンセンサスがまず必要であり，わが国の将来を考えた，
思い切った対策を果敢に実行していくことが難しい状況にある"と嘆かざるを
えない政治的段階だったのである(加。政権与党内でも， I住専」への公金投入
や消費税の導入について「社さ」両党の牽制が働いた形跡は見られなかった。
かくて，斉藤は，“まず，できるだけ早い機会に解散・総選挙を行うべきであ
ると考える。政治家が選挙を先延ばしするようでは政治の未来はなL、。早期に
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選挙が行われ， 日本の政治が安定し，政策本位の政治が実現していくことを期
待している"と述べ，自民党単独政権誕生に対して，“わが国の進むべき道を
示し，その実現を目指すことこそ経団連の責務"と強調せざるをえなかったの
である。
2.第2次橋本政権の成立と日米支配層の要求
96年10月の新しい小選挙区制による総選挙での自民党の「復調」は，財界が
期待した連立状況を解消する方向に向かった。“橋本竜太郎首相は11日，党役
員人事，内閣改造を行い，第 2次橋本改造内閣が発足した。(中略)内閣の顔
ぶれをみると，最大の課題である行政改革の担当である総務庁長官にロッキー
ド事件で有罪判決が確定した佐藤孝行氏が起用されるなど政治と金の癒着や派
閥均衡の過去の自民党政治のしがらみから抜け出せない政権の姿が見える(中略
)政治改革や行政改革の出発点には，政官業の癒着と日本の腐敗した政治風土
をどう変えていくか，という政治倫理の問題があったはずだ。それがいつの聞
にか忘れ去られている(中略)政治倫理の観点からすると，橋本首相の政治姿
勢を聞いたt，"と論評するマスコミに代表される批判の声が，早くも倣慢な政
治的姿勢を表した橋本政権に投げかけられはじめた(加。
しかし，経団連斉藤議長が“思い切った対策を果敢に実行していくことが難
しい状況にある"と嘆いた段階を越えて，財界やアメリカからは堰を切ったよ
うに多くの要求が出揃い始め，本格的な橋本政権の出陣の様相を呈してきた。
97年1月経団連豊田会長は「構造改革元年，経済界自ら改革に全力で取り組む」
と題したメッセージを公表して (3ペ“超高齢化社会が目前に迫る中で，産業の
空洞化，財政赤字の拡大が進行しているO 現状を放置すれば， 日本経済は破局
へと向かい， 21世紀において世界の繁栄から取り残されてしまう"と危機感を
煽って「改革」の急務を呼びかけ，“経済界も一丸となって，行政改革会議を
はじめとする諸改革を全面的に支援してゆく"と財界の取り組んでゆくねらい
を明確にした。その上で，“日下の急務である規制の撤廃・緩和は時間との戦
いであり，本年がまさに「脱規制社会」実現の正念場である"と具体的「改革」
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の内容を説き，“経済界自らも積極的に政策立案に参画してゆく"と政策立案
のリーダーシップをとる抱負を語ってみせた。さらには“グローバルな視点に
立った未来指向の調査・研究を行なう"としてシンクタンク機能を強化するこ
となども明らかにし，“今年こそが「構造改革元年Jである"という決意を示
した。まさに，政権を抱えこんで構造「改革」を断行していく意気込みだった
のである。
アメリカの要求への橋本政権の積極的対応では，少なくとも次の二つの対応
が特筆しなければならなし、。まず， 1997年5月に自民，自由，公明の賛成によ
り可決された「日米防衛協力のための指針j (新ガイドライン)によって，
NATO 1"新戦略概念」とならんでアメリカによる新軍事世界戦略の不可欠の
一翼を担うことになったことである。さらには，97年に「公共事業基本計画」
総枠630兆円の10年期間を13年間に延長したが，総額不変のままで， 1"公共」事
業を途方もない浪費の奨励計画として継続・拡大させていったことである O
こうした橋本政権による強硬路線の政治的背景としては， 1"自社さ」連立の
総括による「二大政党」状況から「自民党ー強」状況へと変化したことがあげ
られる。さらに第二の段階は，97年9月の衆院での過半数議席の回復であった。
他方では，新進党が，96年末の羽田グループの離党・太陽党の結成など離党者
が相次ぎ，自民党との勢力比は一層拡大したのである。 97年末に至ると，新進
党が6党に解体し， 1"自民党一強」状況はピークに達して衆院で過半数を超え，
「連立」の必然性も消滅した。 96年10月の総選挙以降， 1"社さ」両党は閣外協力
にまわり，自民党はもはや両党の離反による内閣不信任案成立をも心配する必
要がなくなったのである (31)0
② 6大「改革」の手法とねらい
前提=橋本政権「変革と創造J""6つの「改革J""(叩
橋本政権は，当初，財政構造「改革j，行政「改革j，経済構造「改革j，金
融システム「改革j，社会保障構造「改革」の 5つの「改革」を“世界の潮流
を先取りする経済社会システムを創り上げるため"に推進するとしていたが，
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急速，教育「改革」を入れて 6つの「改革」として一体的に推進することに変
更した。「変革と創造'""6つの改革'"Jの中で，“改革の必要性"ついて，“世
界が一体化し，人，物，資金，情報が自由に移動する中で，企業が国を選ぶと
いう大競争の時代が到来し，その中で， 日本は，高コスト構造など構造的な要
因を背景にして，産業や雇用の空洞化が進むのではないか"と危機感を煽り，
さらには，“急速な速さで進展している少子高齢化，その結果として 21世紀初
頭に予想される日本経済の潜在的な成長力の低下"を招くとし，その原因につ
いて“高齢化に伴う社会保障給付の増大を，このまま放置するならば，これに
起因する財政赤字・国民負担は急増し，経済や社会の活力も失われてしまう危
機的な状況に直面"する決めつけ，“社会保障構造改革が進まないままに財政
赤字・国民負担率が増大し続ければ，経済社会の活力は著しく損なわれ(中略
)これが更なる財政悪化を招くとLサ悪循環を生み出す"と繰り返して強調し，
浪費の象徴たる公共事業には一切触れずに，専ら高齢者や社会保障費に責任を
擦りつけた。そこで“世界の潮流を先取りする新しい経済社会システムを創造
するため"と称して，教育「改革」をも含めて“6つの改革を一体的に推進"
する必要があるとし，同時に“経済構造改革によって付加価値の高い経済活動
が国内で行われる必要"があると説いてみせたのである。要は，財界の要請に
呼応して，社会保障など「不採算」部門に対する公的負担の軽減=r高コスト
体制Jを転換させることこそ，国際競争力の強化のために一体化した「変革と
創造」だったのである O 以下，具体的に各「改革」の手法とねらいを把握して
いくことに努めよう。
1 .財政構造「改革」と97年度予算
イ.財界の財政構造「改革」要求と「財政構造改革白書」
96年3月に経団連では「税制改革に関する提言」を発表したが(お)，その主
な内容は，法人税「負担」の軽減，連結決算の時代に対応した連結納税の早期
導入，所得税体系のあり方全般，とくに直間比率の「是正J，すなわち，消費
税率アップと引き換えに所得税や法人r税などを引き下げるなど，いずれも自己
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の利害を露骨に表したものでばかりであった。もともと法人税は竹下政権のと
きに消費税の導入と引き替えに43.3%から37.5%に引き下げられたが，表面税
率で国際比較すると， 日本は，法人税37.5%，住民税6.49%，合計43.99%に
対して，アメリカは法人税35.0%，州法人税9.3%，合計44.3%， ドイツ法人
税45.0%，フランス法人税33.3%であり，アメリカやドイツとほぼ同率であっ
て (34)，わが国だけが取り立てて高率だった訳ではなかった。法人税「高負担」
論は直間比率の「是正」をねらうための口実にすぎなかったといえる。
「財政構造改革白書」は，経団連豊田会長を会長とする財政制度審議会(大
蔵大臣の諮問機関)によって「中間報告」とともにまとめられたいわゆる「財
政審白書」である。 ω まず， 1中間報告」では，高齢化社会の進展で国民負担
率の急上昇が必至として，年内にも歳出抑制・財政再建の目標を設定すべきだ
とい“2002年までに財政赤字をゼロ"達成のアメリカ方式と“97年に単年度
財政赤字をGDP比3%以内に"削減のEU方式との両論を併記して，財政赤
字ゼロ達成には年5%の歳出削減を不可欠だとする試算が示された内容であっ
fこO
「財政審白書」の概要は，国債発行残高が93年の170兆円から97度末には約
1.5倍の240兆円に達する状況で，景気の低迷と税収の横ばい， I住専」問題を
はじめ，巨額の不良債権を抱える金融機関の存在などを背景に，消費税5%問
題を念頭にして財政赤字を削減させようとした財政「改革J策であった。まず，
医療保険制度については， 97年度に抜本的「改革」が必要として，薬価の公定
価格制度の見直し，診療報酬の出来高制から定額制への移行，保険「改革」で
は政府管掌健康保険などの公的保険対象の“基礎的な医療サービス"へ給付の
限定，自由診療の拡大など国民の自己負担増，また，公的介護保険制度につい
ても，民間企業の活用でサービスの充実をもとめるなど， I薬価の公定価格制
度の見直し」以外は，ほとんどを「国民の負担増」で乗り切ろうという意図で
あった。さらに，年金では年金給付水準の引き下げを示唆し，“経済的に豊か
な高齢者への公的年金の給付の制限"などを検討課題にした。教育・研究分野
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についても，教科書有償化の再検討をもとめ，現行の教職員給与2分の l国庫
負担についても，任命権者の地方自治体に全額負担を求めた。さらに，財政サー
ビスの削減が必至であるとして，行政「改革」の推進，公務員の定数削減など
を主張したものであった。
ロ..i財政健全化目標について」の決定と財政構造「改革」法の成立
96年3月の経団連「提言」と同年7月の財政審「財政構造改革白書」とに対
応して，橋本政権は，同年12月に「財政健全化目標について」を閣議決定した
が側，そこで展開された論理は，概ね財政審「財政構造改革白書」のコピー
と呼べる内容であった。すなわち，“我が国は， 21世紀に諸外国に例をみない超
高齢化社会を迎えようとしているO 現在の財政構造を放置し，超高齢化社会の
下で，財政赤字の拡大を招けば，経済・国民生活が破綻することは必至である"
などとして，財政赤字をあたかも高齢者のせいであるかのような文言ではじめ，
“このような事態を回避するためには，経済構造改革等とともに財政構造改革
が急務である"とし，“このため，国及び地方の一体となった取組みにより，
まず公的債務残高の対GDP比の上昇を止め，その後，最終的には公的債務残
高が絶対額で累増しない姿を実現していくことが必要である"などとするもの
であり，その方策として，第一は， 2005年度目標として，国及び地方の財政赤
字を対GDP比3%以下とし，公的債務残高の対GDP比が上昇しない財政体
質の実現，第二は，公債依存度の引下げ，第三は，歳出全般の聖域なく見直し
など，橋本政権の“聖域なき財政再建'策であったが， r超高齢化社会=財政
破綻」論に立って，“超高齢化社会の下で，財政赤字の拡大を招けば，経済・
国民生活が破綻することは必至である。このような事態を回避するためには，
経済構造改革等とともに財政構造改革が急務である"と高齢者に財政危機の責
任を押しつけるものでしかなかった。
だが，医療費“増加"が財政危機の原因ではなかったことは， たとえば，
医療費に占める国庫負担の割合が， 1985年26.6%であったのに対して， 1995年
には23.4%へ低下し，絶対額では1990年5兆0，787億円から1994年6兆0，100億
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円に9，313億円の増加だけであったのに，この間の国債発行額は56兆2，420億円
にものぼっていたことからも明白である (37)。橋本政権は1997年度を“財政構
造改革元年"と位置づけ，“医療保険制度改革を始めとする各般の制度改革の
実現に努め，歳出全般について聖域を設けることなく，徹底した洗い直しに取
り組みました"としたが，“依然として国だけ見ても我が国の公債残高は平成
9年度末で約254兆円にのぼると見込まれ"るとせざるをえなかったのである O
“我が国の財政は，主要先進国中最悪の状況"という危機意識の下に，97年
1月に，橋本首相を議長とする財政構造改革会議を発足させて，歳出の「改革」
と縮減の具体的方策の検討を開始し，“歳出の改革と縮減は， 1"痛み」を伴うも
の"として， 3月には「財政構造改革五原則」を示した。その概要は，第 1に
当面の目標 (2003年)を財政赤字対GDP比 3パーセント，赤字国債発行ゼロ
の目標を2005年に設定，第2に，20世紀中の 3年間(集中改革期間)の量的縮減
目標設定， 1"一切の聖域なしJ，第3に，98年度予算一般歳出の対97年度比マイ
ナス，第4に，新規長期計画(公共投資基本計画など)の中止，第5に，国民負
担率(財政赤字を含む)50パーセントへ抑制，などであった。
財政構造改革会議では，この「五原則」をもとにまとめられた「財政構造改
革の推進方策」を97年6月に閣議決定し，98年度予算の概算要求段階から反映
させるとされたが (38)，憲法で規定されている予算の単年度主義を否定し， 3 
年間の支出の削減を先決とする内容となっていた。また，各種長期計画等につ
いても見直しするとして量的縮減目標を示し，たとえば， 1"公共投資基本計画」
を3年延長， 600兆円ベースで10年間で470兆円程度縮減を図るとしたが，“公
共事業の量を変更することなく"と表記して，総枠はあくま、でも聖域のままだっ
たのである。
以上の経過をふまえて， 1997年1月6日希代の悪法といえる財政構造「改革」
法案(財政構造改革の推進に関する特別措置法)が強行可決され，集中「改革」期
間 (2000年まで)として，主要経費について具体的量的削減目標を設定し，2003
年度までに国および地方の財政赤字を対GDP3%以下に，特例公債依存から
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脱却して公債依存度を引き下げることになった倒。
ハ.97年度予算編成
97年度予算について歳出・歳入構造をみると，まず，歳出が7兆3，900億円
(対前年度比3.0%増)であり，一般歳出43兆8，067億円 (56.6%)，うち公共事業
関係費8兆6，162億円 (11.1%)，防衛関係費4兆9，475億円 (6.4%)，社会保障
関係費14兆5，501億円 (18.8%)，文教・科学振興費6兆3，436億円 (8.2%)，恩
給関係費1兆5，973億円 (2.1%)，その他の事項経費5兆L718億円 (6.7%)，
予備費3，500億円 (0.5%)であったが，産業投資特別会計繰入等1兆3，000億
円(1.7%)，国債費16兆8，023億円 (21.7%)，地方交付税交付金15兆4，510億円
(20.0%)を加えて歳出総計7兆3，900億円 (100.0%)であった。この編成過程
で，医療保険制度「改革」など「不採算・非効率」分野の削減が強行されたが，
もともと国民医療費あるいは老人医療費が赤字財政の原因であるという主張は
あたらなかった。たとえば，医療費に占める国庫負担の割合は， 85年は26.6%
であったが， 95年には23.4%へ低下し，絶対額では90年の 5兆0，787億円から
94年の 6兆0，100億円に9，313億円だけ増加したにすぎなかったのに対して， この
同じ期間で国債発行額は56兆2，420億円にものぼったので、ある(表2-7も参照)097 
年度編成でも社会保障費の対前年度比が0.7%増にとどまり，文教施設費2，046
億円の対前年度比は11.3%削減であったのに対して，歳出構造の最大の21.7% 
を占めた国債費は16兆8，023億円で対前年度比1.2%の増加だったのである。国
債増発の最大原因となるムダな公共事業や不採算の最たる「防衛」費などこそ，
赤字財政再建にとって最大の障碍であったといえよう。
表2-7 国債残高と医療費の対GDP比
~ 国債残高A対GDP比率 国民医療費B対GDP比率 老人医療費C C/B (兆円) (%) (兆円) (%) (兆円) (%) 
1 9 9 6年 245 1 1 6.9 2 8.5 7. 3 9. 7 3 4.1 
1 999 332 1 2 5.0 3 O.9 8.0 11.8 3 8.0 
差引増加額 8 7 ~ 2.4 i ど三プ 2. 1 k竺プ
大蔵省「国債統計年報Jおよび経済企画庁「国民経済計算」よりより作成
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同年の国債残高は254兆円で14兆円増の対前年度比5.4%増，地方自治体債務
残高147兆円は1兆円増の8.1%増であり，国と地方の重複分差し引L、た残高合
計476~包円の対GDP比が92.3%に至ったが，隠れ借金45兆円入れると悠に521
兆円にのぼって，対GDP比101%となり， OE C 0加盟基準(単年度赤字3%
以下，累積赤字60%以下)に照らして， 日本は不適格国に陥落していたことにな
る。さらに，財政投融資計画51~包3 ， 571億円(対前年度比4.5%増)および一般
財政投融資39兆3，271億円(対前年度比3.0%減)など，財政の投融資化傾向を
も一層進行した。
次に，歳入構造は，総額7兆3，900億円のうち租税および印紙収入57兆8，020
億円 (74.7%) ，公債収入16兆7，070億円 (21.6%)，その他の収入2兆7，087億
円 (3.5%)であった。そのうち，歳入の根幹をなす主要な税目構成について
みると (40)，所得税20.9%，法人税14.4%に対して消費税9.8%であり，対前年
度増および同比率では，所得税1兆5，500億円増の24.0%，法人税8，840億円増
の3.7%であったのに対して，消費税は実に対前年度38兆6，50億円増にものぼ
り，増税総額6兆4，570億円の60.0%にも及んだ。相続税930億円，石油税110
億円，取引所税50億円，有価証券取引税150億円の各減税などとも比較して，
まさに大企業と富裕者優遇，庶民冷遇の「酷税」政策であったといえる。また，
税収の推移では，法人税は89年の19.0兆円から9年の10.8兆円に半減近くに減
少，所得税も90年の26.0兆円から9年の15.4兆円に激減したのに対して，消費
税は89年の導入以来，3.3兆円から97年の9.3兆円にほぼ3倍増し，さらに97年
の5%増税で11.4兆円に激増して，まさしく財界の期待した直間比率の「是正」
は着実に推進されたのである(表2-8参照)。
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表 2-8 一般会計税収の推移 〈兆円)
~ 所得税 法人税 消費税 その他 税収合計
1988年 18.0 18.4 。 14.4 50.8 
1989 21.4 19.0 3.3 11.3 54.9 
1990 26.0 18.4 4.6 11.1 60.1 
1991 26.7 16.6 5.0 11.5 59.8 
1992 23.2 13.7 5.2 12.3 54.4 
1993 23.7 12.1 5.6 12.7 54.1 
1994 20.4 12.4 5.6 12.6 51.0 
1995 19.5 13.7 5.6 12.8 51.9 
1996 19.0 14.5 6.1 12.6 52.1 
1997 19.2 13.5 9.3 12.0 53.9 
1998 17.0 11.4 10.1 10.9 49.4 
1999 15.4 10.8 11.4 10.5 47.2 
東洋経済新報社『経済統計年鑑2000~ より作成
一方，消費税導入の際には，“高齢化社会に備えるための税目"という宣伝
文句で強行されたが， 89年度"-'96年度の消費税収入が36.5兆円 (A)であったの
に対して，翌90年度からスタートした特別老人ホームの建設やホームヘルパー
の増員など，介護対策を推進する10カ年計画である「ゴールド・プラン」に投
入された90年度"-'96年度のゴールドプラン上積み分は1.89兆円 (B)のみにす
ぎず，“高齢化社会に備え"たはずの分は，僅か6% (B/A)にすぎなかった
のである。
消費税増税 (4月)をはじめ医療費の大幅値上げ(9月)など，9兆円の国民
負担増が個人消費を急速に落ち込ませ，売上減少と在庫増を招致して設備投資
を低下させたが，このことが雇用環境を悪化させて所得の低下を招き，さらに
消費を冷え込ませて財政を悪化せる，という深刻な悪循環の危険性が指摘され
るようになった (41)0 Iどうすれば支出を増やすか?Jという日銀調査 (99年11
月実施)によると「消費税の引き下げ」が49.5%と実に半数近くを占めてトッ
プの回答であったが，これだけの増税法案を公聴会ぬきの11日間で， しかも，
総括質疑のあとに参考人を招致して意見を聴くという異常な手口により強行採
決したのであった。 97年11月前後から景気悪化(橋龍不況)，銀行，証券会社
の破綻が相次いだために，同12月に 2兆円減税を発表したが，発表当日の株価
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は，前日比555円高，翌日には380円下落して，不況を一層深刻化させていった
のである。第2次橋本政権の命脈も，この時点ですでに見え始めていたといえ
ょう。
2.行政「改革」と省fT再編策
イ.自民党「橋本行革ビジョン」
“大競争時代にあって，効率的でスリムな政府と活力ある社会・経済システ
ムの構築が課題"とする財界の要望に応えて，第2次橋本政権は，行政「改革」
を推進していくでかなめともなる総務庁長官に政治倫理の問題を放棄して，ロッ
キード事件で有罪判決の確定した佐藤孝行自民党議員を起用したが，一般国民
が真に期待する政官財の癒着と腐敗の構造の一掃などは，すでに眼中になかっ
たことを示していた。一方， 自民党(行政改革推進本部)も行政「改革」に対
応した政策構想「橋本行革の基本方向についてJ(橋本行革ビジョン)を発表し，
シーリング(概算要求基準)や財政「再建」計画の策定，戦略的な公共投資な
どの具体例を挙げて， I効率的でスリムな政府」の構築をめざすとした (42)O
自民党「橋本行革ビジョン」では， 6，850億円もの税金を投入する「住専関
連J法の成立や消費税率の 5%へのヲ|き上げなどを背景に，超高齢化社会になっ
ても“国民負担率を極力50%を超えることがないよう，45%程度にとどまるこ
とをめざす"などをスローガンにして，“効率的でスリムな政府"をつくるこ
とを強調し， I改革の方向」として，国の役割の見直しとスリム化，活力と創
造力を生み出す行政，透明で責任の明確な行政， I高コスト」構造是正の行政，
の四つをあげたが もっとも肝心な部分は，国の役割のゼロ・ベースからの見
直し，首都機能移転とも関連させた中央官庁の再編成，公務員制度の「改革」
などにあった。だが， I橋本ビジョン」が真撃に応えるべきもっとも緊急の課
題は，政治倫理問題のほか，国債残高の累計241兆円，地方債の100兆円，各種
特別会計の赤字や旧国鉄債務28兆円など隠れ借金をあわせて400兆円を突破し，
国内総生産 (GD P)の90%にも達した一大借金であり，そのための財政の再
建でなくてはならなかった。とろが， I橋本ビジョン」では，“ハード中心から
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ソフト面への大胆なシフト"などと述べているだけで， 10年で630~包円もの財
政をつぎ込む「公共投資基本計画」を聖域化し，さらには，移転費だけで14兆
円もかかる首都機能移転の推進を唱導していたのである O さらに， I財政再建」
をいうならば，当然にも米軍への「思いやり予算」を含めて， 5年間で25兆円
をも計上しようとしていた「新中期防衛計画」にもメスを入れるべきであった
が，これらの財政危機を招いた「元凶」にはまったく触れずに，社会保障費が
財政危機の諸悪の根源であるかのようにすり替え，“国の役割のゼロベースか
らの見直し"などとして，社会保障費の公的負担抑制を強行したのである。
また， I国民負担率」という指標を使って，スウェーデンの国民負担率78.4
%， フランス61.8%， ドイツ50.8%(l、ずれも90年)とヨーロッパ諸国におけ
る“高福祉高負担"の根拠と言いくるめようとしていたが， もともと国民負担
率とは，国民所得に占める租税負担(国税，地方税の合計)と社会保障費負担
(年金，医療保険など保険料の合計)の合計の割合を表していたから，分母の国民
所得は消費税が差しヲ|かれるため，消費税が 3%の日本と20%を上回る北欧な
どとの国際比較には不適当であった。高齢化のピーク時には60%を超えると危
機感を煽るすり替えのレトリックだったのであるO
「橋本ビジョン」は，冒頭の「基本認識」で，“国際社会・経済の領域でも，
市場経済の拡大と深化が進む一方， ヒト，モノ，カネ，情報が極めて迅速に地
球規模で動き回るようになってきている。企業は激しい競争に勝ち抜くため，
有利な環境を求めて国境を越えて移動(経済の空洞化)する"時代であると説
き，この大競争時代に“わが国がなおワールド・センターのーっとしての地位
を維持していくべきだとすれば，この面からも，効果的でスリムな政府と活力
ある社会・経済システムの構築は待ったなしの課題"であると「ビジョン」提
起の動機を明言した。これに対応した「改革の方向」で，“高コスト構造是正
の行政"という理念をすえ，“大競争時代において直接競争にさらされるのは
企業であるが，その意味で企業のコストを構成する公的負担についても見直さ
なければならな~ i" として，“税負担はもとより，社会保障関係の企業負担分
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の見直し"を具体的に提起したのである。
かくて，大企業支援のプログラムを盛り込み，“規制緩和のいっそうの推進"
として“金融・証券，電気通信・運輸，医療・福祉分野の規制を撤廃する"と
宣言した。医療・福祉も，行政事務も企業に開放し，さらには“科学技術の振
興と人材の育成"のためと称して，“大学における研究体制について，早急に
研究者の自由尊重と競争原理導入のための改革を行なう"という研究・教育の
領域にまで踏み込んで「改革」をめざしはじめた。
経団連「魅力ある日本」でみられた“国際的にみて過重になっている法人税
負担水準をこのまま放置すれば，産業の空洞化，雇用情勢の悪化につながる"
と脅して法人税の引き下げを要求したことや，“高齢化社会に向けての自助努
力を促す"と説いて，公的介護保険をめぐる議論の中で企業負担の軽減を求め
ていたのに，まさしく呼応した財界向け「ビジョン」であった。規制緩和や
「人材」の育成，社会保障費抑制や消費税率引き上げは，大競争時代に多国籍
企業・大企業として勝ち抜いていくうえで，まことに格好の「行革」だったの
である。
ロ. i首都機能移転」論と中央省庁の再編
行政「改革」の推進と関連した首都機能の移転については，既に1990年には
国会決議が行われ， 94年12月には移転先候補地の選定基準を中心とする「国会
等移転調査会」の報告が出されたいたが， 95年に経団連では“都市防災，東京
一極集中是正，内需拡大の観点のみならず，中央省庁のスリム化や再編・統合，
官業の見直しなど行革を推進し，人心を一新して豊かで活力と魅力ある日本を
創造する上でも，重要なプロジェクトである"と位置づけ，経済構造「改革」
と一体化して推進することを提言した(制。この時期の財界の首都移転につい
ては，“移転対象は国の三権の中枢(国会，行政，最高裁判所)であり，必要最
小限が一括して移転する。新首都の規模は最終的に人口最大60万人程度"とす
るというような議論の段階であり，いまだ首都機能移転プログラムも煮詰まっ
ていた訳ではなかった。“中央官庁のスリム化のために，今が首都機能移転の
-26 ( 210)一
好機である"とか“首都機能移転によって創出される雇用，経済効果は大きい"
といった「積極的」な意見や“官庁や国会を移転しても，一極集中の問題は解
決しない"，“首都機能移転はバブル期に決定されたことである。状況も大き
く変化した現在，その必要性を再検討すべきである"，あるいは，比較的まと
もな意見の“首都機能移転は後々まで重い財政負担を国民に残すことになる"
といった「消極的」な意見など，統一見解がまとまる状況には至っていなかっ
たのである(叫 0 しかし， 96年10月に経団連は「魅力ある日本」を発表して，
“首都機能移転を推進し，新しい分権型国家システムを構築する"と明言し，
“行政改革・規制緩和，地方分権と一体的に進める"と宣言したことで (45)下
同年6月発の「橋本行革ビジョン」に対応した統一見解として決着するに至っ
たものといえる。
以上のような財界の動向に対して，中央官庁の首都機能移転再編計画につい
ては， 95年12月発表の国会等移転調査会「最終報告書」によると，“首都機能
移転の意義"について，東京一極集中の弊害解消などのための移転などとは一
切書かれておらず，従来から唱導されてきた首都移転=I過密解消」論がすで
に破綻したことを示していたが，96年6月発表の「橋本行革ビジョン」では，
“中央官庁の政策立案部門と制度執行部門との聞に適切な距離を設けることを
基本とすべきである"として，首都を移転する場合，省庁の権限を分離し，政
府機関すべての移転ではなく，国会とともに政策立案部門だけにスリム化した
部門の移転であることが新方針として明らかにされた。経団連の“首都機能移
転を推進し，新しい分権型国家システムを構築する"という見解もこの新方針
に対応したものだったのである O
新首都移転にともなう経済的問題については後述するとして (46)，要するに，
新首都は， I橋本行革ビジョン」と対応した1996年6月の「国会等の移転に関
する法律の一部改正」第 1条で“国会並びにその活動に関連する行政に関する
機能及び司法に関する機能のうち中枢的なものの東京圏以外の地域への移転の
具体化に向けて積極的な検討を行う責務を有することとする" と規定されこ
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とにより ω7)，首都機能の政策立案部門の一部と国会のみが移転することに決
定した。つまり，一般国民からも，また大都市東京からも遠ざけられて，請願
運動もままならない世界的にも異例な国会の移転が決定されたことになる制。
首都機能移転は，“内需振興，景気浮揚等経済効果を期待する世論の盛り上が
りにより，今年になって首都機能移転を巡り各界が大きな動きをみせている"
とか，“構造改革の一環として内外から期待の大きい内需主導型経済成長の一
助ともなりうる"などと財界から期待されていたように，莫大な公共事業の創
出をともない，国民に新たな大負担ともなる一大公共事業だったのである。
ハ.i行革基本」法の制定とスリム化・減量化
97年12月に行政「改革」会議が「最終報告」を行い，翌98年6月には，いわ
ゆる「中央省庁再編法J( r行革基本法案J)が自民党，さきがけ，社民党の賛
成多数で可決・成立した(制。 その概要の第1は，内閣機能の強化であり(第
2章内閣機能の強化(第6条~第14条)) ，行革会議「最終報告」に「危機管理」
の対象に「日本有事」だけでなく「周辺有事」も含まれると明記したように，
首相の権限強化によるトップダウン方式で「新ガイドライン」に沿った有事即
応体制づくりを目標としたことである。第2は， 2001年を目標に現行l府21省
庁を 1府12省庁に再編し，建設省，運輸省，国土庁，北海道開発庁を統合して
国土交通省を創設したことである(第 3章国の行政機関の再編成(第15条~第31
条))。さらに第 3は，行政組織を減量・効率化するとして(第4章 国の行政
組織等の減量，効率化等)，国立大学，国立病院・療養所，試験研究機関など国
民生活と密接な分野を対象とした独立行政法人制度を導入し，国の行政から切
り離して別法人を設定し，民営化への伏線としたことにある(第3節独立行
政法人制度の創設等(第36条~第42条))。
「行革基本」法には，内閣機能の強化，省庁再編，減量化という 3つの柱が
あったが，第 1の内閣機能強化のねらいは，首相の発議権を法制上明確化し，
内閣官房による基本方針の企画立案や重要事項の総合調整，総務省による首相
と内閣の補佐・支援体制を強化して， i新ガイドラインJにもとづく戦争協力
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や6大「改革」などをより強力に推進できる体制を構築したことにあるO また
第2の省庁再編は， 1府12省庁に再編し，国土庁のような公共事業の 7割をも
取り扱う巨大官庁を出現させ，ゼネコン・大企業本位の浪費型公共事業の構造
を強行する強力な体制を構築することにあった。さらに第3の行政の減量，効
率化は，政策の企画，立案，調整の機能と実施ないし執行の機能を分離して，
“効率化"や“市場原理導入'¥“民活手法によるサービスの向上"などをス
ローガンにして中央政府・各省の機能を政策の企画立案に純化・スリム化し，
政府部門から「実施・執行」部門を分離することにねらいがあった。分離の手
法は，外局化(労基局や国税庁など)，エイジェンシー(独立行政法人)，特殊
会社化(民営化への中間形態)であり，減量化・効率化あるいは採算化の対象と
なる国家公務員の75%がリストラされ，サービスの全面的後退に直結する危険
がつきまとった。減量化の目玉である実施部門の独立行政法人化は，当面は民
営化できないが，国家が自ら行う必要がないものが対象であり，あらかじめ経
営目標をかかげ，その目標をいかに効率的に達成するかが最大のポイントとさ
れた。さらには，主要な事務・事業の改廃の勧告を含め，一方的な評価が与え
られ，行政組織の「子会社化J，I別会社化」になる機関であったといえる。国
立大学や福祉分野，病院などもこの対象であり(刷，効率性や採算性がもたら
す弊害は計り知れず，憲法の原理にもかかわる問題であった。
さらには，“政治の主導性発揮'¥“省庁の機動的再編" “内閣総理大臣のリー
ダーシップ発揮"などが強調されていることからも，人，予算などの行政資源
をできるだけ外交，軍事，治安などに集中して有事や大震災などにおける危機
管理を充実していくことが最大の特徴であった。だが，たとえば大震災の場合
でも，臨機応変の対応には集権体制よりも分権体制の方が現実的で機能的であ
り，首相のリーダーシップの発揮などが問題の焦点ではなかったのである。
また，スリム化・減量化を旗印に国家公務員の定員を10年間で「純減10%以
上という決意J(小里総務庁長官)と答弁しており，橋本首相も，“行政改革と
いうのは，自分がその職場で一生働けるという人生設計を変えることだ"と述
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べていたが (51)，わが国の公務労働者数は国際比較でみても決して多くはなく，
一般国民への行き届いたサービスを提供するには，さらに倍増ぐらいしてもよ
い状況であった(表2-9参照)。厳しい定員純減の攻撃を強める前に，行政
「改革」のかなめともなる佐藤孝行総務庁長官に代表される政官財の癒着・腐
敗構造の徹底的な「改革」や財政破綻の最大の根源である軍事費や公共事業の
膨大な浪費の「改革」こそ，先決の課題とすべきであった。
表2-9
総務庁『年次報告書~ (197・9年版)より作成。行政職員には国家・地方
の公務員，政府企業職員を含み，軍人は除かれている。
3.経済構造「改革」と規制緩和策
イ.i改革」の背景=財界の要求
96年6月に，経団連総会で豊田会長は「魅力ある日本をつくるための経済構
造改革の推進を」と題して，経済構造「改革」に対する要求を具体的に表明し
たが (m， その内容は概ね，次のようであった。まず，“内外の不安を払拭せ
よ"として「住専」処理を含む金融関連法案の早期成立をあげ，さらには，規
制の撤廃・緩和こそ「脱規制社会」に向けての重要な経済構造「改革」である
として2000年までに半減， 2010年には原則撤廃を強要した。政府は， 95年に97
年度までの「規制緩和推進計画」を策定したが，その“計画で決めた事項を着
実に実行すること"と高姿勢で臨んでいるO 今後の計画は金融・証券，運輸，
農業，医療など，経済活動や国民生活の基礎となる分野にまで重点的に取り上
げ，農業基本法や産業法など，“制度の根幹に踏み込んだ検討を行なうよう働
きかけたい"として，のちに小測政権によって実現する市場原理の一層の導入
を促進する「新農業基本」法やリストラ奨励の基本法といえる「産業再生」法
などをもすでに展望していたのである。
次いで，経済構造「改革」のもう 1つの重要な柱として位置づけた税制およ
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び財政「改革」を取り上げ，“その際，消費への課税の比重を高めることは避
けられない"と断言し，それとは逆に“法人課税の軽減を図り(中略)所得税
体系の見直しを進め"ることを迫った。また，“首都機能の移転を新しい国づ
くりに向けて構造改革を推進する上でのシンボルプロジェクトとして位置づけ
ている"と抱負を語り，“首都機能の移転は都市防災，東京一極集中是正，内
需拡大の観点のみならず，中央省庁のスリム化や再編・統合，官業の見直しな
ど，行革を推進し，人心を一新して豊かで活力と魅力ある日本を創造する上で
も，重要なプロジェクトである"としていた。この段階では首都機能移転=
「過密解消」論にとどまっていたが，同時に，行政「改革」ニ中央省庁再編と
結びつけていたことも明らかであった。さらには，“経済構造改革推進の担い
手は，何といっても企業である"と断定し，そのためには，“われわれ企業人
として，政治に従来以上に関心を持ち，政治への参加を促"して，政治をリー
ドしていくべきだと抱負を表明した。
以上のように，経団連の構造「改革」要求とは，第 lに， I住専」処理を含
む金融関連法案の早期成立や規制の撤廃・緩和，第2に，法人課税の軽減，所
得税体系の見直しに代わる消費税率引き上げなどを主要な内容とした税制およ
び財政「改革J，さらには，第 3に首都機能移転の早期実現など，露骨な自己
利益の要求貫徹の内容に終始したのであるO こうした経団連会長の論述の中で，
総力を挙げてとりまとめた21世紀への「ビジョン」であると自賛し，活動の基
本方針として，その実現に向けて全力を挙げて取り組んでいくと宣言した経団
連「魅力ある日本」について，財界の集約的要求としてその概要を把握してお
こっ。
まず，第1部「新たな創造にむけて」では，メガ・コンペティション(大競
争)の時代にあって，グローバル化への対応が遅れ，空洞化(雇用，産業，金融，
技術，情報，通信，人材など)の懸念にさらされ， ジャパン・パッシング(日本
素通り)といわれるように，世界における日本の存在感は薄れつつあり， 日本
は政府規制や各種の制約により，国際的競争から取り残されるおそれがある O
-31 (215) -
しかし，勤勉性や高い教育水準，高度の技術・ノウハウ，豊かな購買力や高水
準の貯蓄率，安定した社会など，わが国発展の潜在能力は依然として高L、。に
もかかわらず，これらの問題や課題の解決に向けて，どのように経済・社会シ
ステムを変革すれば良いのかという明確な理念や道筋が示されず，この事態、を
放置するならば，日本はこのまま衰退の一途を辿り，現在の生活水準を維持す
ることすら困難になる恐れがある，と脅しをかける。そωためには「仕切られ
た競争」といわれる政府の規制や管理によって産業毎に分離された経済システ
ムを「ゼロベース」を原則として抜本的に「改革」する必要があるO その結果，
活力ある経済活動が展開され，低廉かっ多様な商品やサービスの提供を通じ，
幅広い選択肢を有する豊かな国民生活が実現して，国民は，政府依存意識を払
拭し，自立と自助のもとに政治・経済・社会の運営に主体的に参画していくな
どと説くものであった。その基本線は，規制の緩和・撤廃と社会保障などへの
公的支出抑制の要求とで貫徹されていたものといえよう。
また，第 2部「我々が目指す日本の未来」第 6章「新日本創造プログラム
2010 (アクション21)Jにおいて，第 lに，規制の撤廃， I脱規制社会J(ルー ル
なき営利社会)の構築。第 2に，行政「改革J(省庁再編と独立法人化)，税財政
改革の推進(消費税アップと法人税の減税)。第 3に，首都機能移転(ゼネコン型
公共事業)の推進，新しい分権型国家システムの構築(効率的な政府の実現)。
第4に， 21世紀の国土の有効的活用 (1五全総Jの推進)。第5に，世界のフロ
ントランナーに相応しい研究開発体制(産学官協同体制)の構築。第6に，創
造的な「人材」の育成(企業向け「人材」育成のための教育「改革J)，多様な個
性が最大限発揮される(スーパー・エリート)社会の建設。第7に，国際金融セ
ンターに相応しい金融資本(カジノ)市場の整備。第8に，高齢化，少子化対
策の推進， 自助・自立の長寿(受診抑制の老人)社会の構築。第 9に，市民活
動団体の自律的行動(無料奉仕のボランティア)基盤の整備，柔軟性と強靭性な
社会の構築。第10に，外交力強化，経済大国にふさわしい国際的責務の担当
(国連安保理事国化=軍事大国化)など， 10項目の「改革」案が提示されていた。
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尚，経団連の教育「改革」提言については，第 2部「我々が目指す日本の未
来」第4章「創造性を引き出す人材育成システムを確立する」において展開さ
れている(本論I (1)②の 6I教育『改革』プランと企業向け『人材』育成策」参照)
。
経団連豊田会長「魅力ある日本をつくるための経済構造改革の推進を」や経
団連「魅力ある日本」などは，橋本6大「改革」に対して，経済構造をはじめ
財政，行政，金融，社会保障，さらには教育の諸「改革」にわたる壮大な一大
体系を食欲に提示してみせたものであった。
ロ.橋本政権の対応=i経済構造の変革と創造のためのフ。ログラム」の決定(間
以上の財界=大企業の要求に呼応して橋本政権は，経済構造「改革」の運営
基軸として96年12月に「経済構造の変革と創造のためのプログラム」を閣議決
定し， 97年度予算編成や関係法案の国会提出などを推進した。さらに，“抜本
的な経済構造改革"を具体化し，97年5月には，2001年を念頭にした「経済構造
の変革と創造のための行動計画」を閣議決定する O 同「計画」では，経済構造
「改革」推進の前提として，“アジア諸国の発展，情報通信技術の革新等を背景
に，世界経済のグローバル化が進展し，企業が立地する国を選ぶ国際的な大競
争時代(メガコンペティション)が到来してい"ることをあげ， これに対応する
ためには，“高コスト構造の是正や諸制度の改革により産業立地点としての魅
力を高めていくことが必要"だとするもので，財界の見解と要求にぴったりと
呼吸を合わせる内容となっていた。
「経済構造の変革と創造のための行動計画」は，第 lに， 新規産業創出の
ための「新規産業創出環境整備プログラム」として，関係省庁が連携して規制
緩和，技術開発，人材育成，知的基盤整備，社会資本整備等の施策を総合的か
っ集中的に実施するための現状から2001年までの中期的な計画を決定したとし
て情報通信関連分野や新製造技術関連分野など新規産業15産業分野の市場規模
予測や雇用規模予測をおこない，その資金としては， 1， 200~包円の個人金融資
産に代表される“わが国の豊富な民間資金を活用して， リスクマネーが新規産
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業分野に円滑に供給されるように金融システム「改革」を促進し，また，イン
ターンシップ(教育の一貫として行われる学生の企業研修)支援やベンチャービジ
ネスを担う「人材」を育成するカリキュラムの充実など教育「改革」を実施に
移して「人材」を育成する，とした。さらには，産学官連携による研究開発を
促進し，情報通信の一層の高度化をめざし， 2001年を目指して電子商取引を本
格的普及させ，行政，教育，医療分野などの公共分野における情報化を推進し
ていく，というものであった。
第 2に， I高コスト」構造の「是正」として，まず，エネルギー，電力，石
油，貨物鉄道，国内航空運送事業などの各分野での抜本的な規制緩和，規制廃
止，市場原理の導入，情報通信分野での電気通信事業関連規制の抜本的緩和や
公正有効競争の条件整備(通信料金の認可制を見直し，インセンティブ規制を11年
度目途に導入等)， 2001年までにわが国の金融市場がニューヨーク， ロンドン並
みの国際市場となって再生することを目指し，抜本的規制緩和を含む金融シス
テム「改革」の推進などを掲げた。また，企業関連諸制度の「改革」として，
持株会社規制の解禁や商法の合併法制の簡素化，独占禁止法上の合併・株式保
有などの見直しを指摘し，“産業の国際競争力の維持，企業活力の発揮，新規
産業の創出など"をねらいとした98年度税制「改正」を示唆した。さらには，
労働・雇用制度の「改革」として，年俸制と結びつけ残業代を廃止させる裁量
労働制や8時間労働制を崩壊させる変形労働時間制，産学官の連携による研究
開発の促進や優秀な「人材」の確保・育成のための施策(教育「改革J)など，
一体的な推進を約束したのである O
第3に，公的負担の抑制として，社会保障や国・地方の財政などの公的分野
全般にわたる効率化，給付と負担の「適正化」を通じて，“これら公的負担の
抑制に最大限努め"るとした。
ハ.財界の政府に対する追加的要求
98年2月に経団連は，経済構造「改革」の追加的要望書を提出したが (54)，
いわば政府の「改革」プログラムに対するダメ押しでもあった。そこでは，ま
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ず，“経済界にとって，本年度 3月末の株価や新年度からの景気動向は重大な
関心事であり，アジア経済の安定のためにも，予算の年度内成立と追加的な経
済対策を是非講じていただきたい"として公表・提案された金融関連 2法案
(同 3月金融持ち株会社法の施行と 6月金融システム「改革」法の成立)，土地再評
価益の資本金組み入れ，資本準備金を財源とする自己株式消却，借地借家法の
改正(定期借家権の導入)，派遣業務の自由化をねらった労働者派遣法「改正」
(ネガティブリスト化)，国土利用計画法の改正などの対策や法案の早期成立と
施行をもとめた。
次いで，税制改革等構造「改革」の方向性を明確化することに言及し，所得
税「改革」や法人税「改革j(実効税率40%の実現)，年金「改革j(公的年金の
積立方式への移行，企業年金における確定拠出型年金の導入，特別法人税の早期撤廃な
ど)などの明確化を強要した。
さらには，高コスト構造の「是正」として，エネルギー，物流，情報通信，
労務等のコストの引き下げなどの即時実施，同時に“出来る限り98年度上期に
前倒しして公共事業を執行すべきである"と迫ったのであるO
ニ.経済構造「改革Jの実像
以上，要するに橋本政権による経済構造「改革」のアクション・プログラム
とは， Iメガコンペティション」の中で，経団連など財界の要求する「高コス
ト」構造の「是正」を金科玉条として，あらゆる産業分野での規制緩和，市場
原理の導入のための経済構造「改革」をはじめ，インターンシップ支援やベン
チャービジネスを担う「人材」の育成，さらには，産学官連携による研究開発，
情報通信高度化のための教育「改革J，さらには， 1， 200~ち円の個人金融資産を
金融機関に取り込み，持株会社規制解禁のための独占禁止法見直しのたための
金融システム「改革j，企業減税のための財政「改革j，リストラ促進など雇用
制度改定を含めた行政「改革j，さらには公的負担抑制のための社会保障構造
「改革」など， 6大「改革」オンパレードで新規ベンチャー産業を創出し，多
国籍企業の活動をバックアップしてし、く路線だったのであるO
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4;金融システム「改革」と金融再編策
イ.財界の金融持株会社解禁要求
「バブル」崩壊後，アメリカではS&L危機などを乗り切って経済も金融・
証券市場ともに順調に拡大し，また，ヨーロッパも統一通貨「ユーロ」実現を
目前にして金融機関の不良債権処理を推進して，欧米の金融市場はともに着実
な発展を持続した。そうした国債金融情勢の中で，わが国ではマーケット・ルー
ルやディスクロージャーの養成，監視機能の相対的強化，処理スキームや法制
度の一定程度の整備などが進展したが，外国為替取引や株式取引における東京
市場は伸び悩んでいたことは事実である。一方では， 日本はアメリカに次いで
1， 200兆円もの金融資産を保有しており，これを運用して日本の金融市場を21
世紀初頭年までにロンドンやニューヨーク並みの国際金融市場として「再生」
させるためには，金融システム「改革J，すなわち日本版ピックゃバンが不可避
である，というのが財界などの大方の見方であった。それでは，金融システム
「改革」とは何か，これについては，財界の金融「改革」要求や橋本政権の対
応などを通してみておくことが不可欠である。
まず， 96年1月橋本政権発足とともに，経団連が金融持株会社解禁を要求す
る意見書を発表しているので (m，この意見書から検討していこう。同意見書
の基本的考え方は，純粋持株会社を一律に禁止する独占禁止法第 9条を見直す
ことにあった。 “リストラクチャリング，分社化，多角化など事業の再構築を
進め，あるいは新規事業を積極的に育成していくためには，純粋持株会社は効
率的な組織形態であり，欧米では広く活用されている。さらに，金融持株会社
は，金融分野における競争の推進やサービスの多様化等に向けた金融制度改革，
金融システムの安定化が緊急の課題となっている中で，有効な解決策である"
ということを理由としてあげたのである。 95年3月の閣議決定「規制緩和推進
計画」では，持株会社については“3年以内に結論を得る"と明記されていた
し，さらに，政府として尊重が求められている95年12月行政改革委員会発表
「規制緩和の推進に関する意見(第1次)Jでも，“持株会社規制，大規模会社
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の株式保有総額規制を廃止すべく，速やかに検討を進め，所要の法律改正を行
うべきである"とされていたことも要求の契機であった。したがって，意見書
には“持株会社を全面的に解禁すべく，今期通常国会において独占禁止法第9
条の改正が行われることを強く求める"としたのであった。
以下，具体的に要求を要約してみると，まず，持株会社の限定的解禁，持株
会社設立の事前関与，持株会社による株式取得の事前届出・許可制，金融持株
会社の範囲限定などに反対する，ということであった。とくに，金融持株会社
の範囲限定を否定したのは，“金融他業態への多角的参入や合併・再編，経営
合理化，さらには破綻した金融機関の救済や分社化に対する金融持株会社の主
導的役割が視野にあっからである。これに関連した条項は，まず，大規模会社
の株式保有総額の制限(第 9条の 2)の廃止で，現行第 9条を前提としこれを
補完するための規定であるので，持株会社を解禁する以上は廃止すべきである，
と主張した。さらには，金融会社の株式保有の制限(第11条)の廃止であった
が (m，金融資本による産業支配を防止することが必要であるとしても，その
ためには第10条規定を運用すれることができるので必要がない， という反論で
あった。
96年3月にも経団連は「持株会社の解禁で経済に活力を」と題した提言で，
持株会社解禁を主張し m，“世界的な大競争時代が始まっている現在，日本企
業がその中で生き残っていくためには，規制緩和や税制改革など大胆な経済改
革を進めるとともに，企業自体の構造改革を進めることが大切である"とした
基本的認識を前提に，“企業が多角化し，新規事業を展開していくためには，
経営戦略を受け持つ本社機能の下に，事業子会社を配置し，分権化と経営資源
の最適配分を図ることができるような柔軟な企業組織が必要であり"，そのた
めに持株会社が解禁されれば，“企業は一層創意工夫を発揮し，それぞれのニー
ズに応じて，さまざまな企業形態を生み出すことができる"という論理であっ
た。
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ロ.橋本政権の対応と金融システム「改革J
以上のような財界の諸要求に対して，第2次橋本政権は発足早々の96年1月
に蔵相や法相などを中心に金融システム「改革」推進体制に入って， 12月末
には金融制度調査会・金融機能活性化委員会で， 1-金融機能活性化委員会のこ
れまでの議論の整理と今後検討すべき事項について」を公表し，翌97年1月に
は，金融システム改革連絡協議会を設置して第l回会合を開催，同 6月に企業
会計審議会総会で「連結財務諸表制度の見直しに関する最終意見書」および
「金融商品・研究開発費に係る会計処理基準の論点整理(中間報告)Jを公表し
た。こうして同6月に「金融システム改革のプラン~改革の早期実現に向けて
'"Jを策定したのである O 同12月には金融システム「安定」化法の成立に至っ
ている(問。 さらに，翌98年 1月には99年度「税制改正要綱」を閣議決定した。
「金融システム改革のプランJでは，まず，“本「改革」の実現に当たり，金
融機関の不良債権問題の速やかな処理を促進するとともに，我が国金融システ
ムの安定性確保とこれに対する内外からの信頼確保に万全を期する"として
“金融システムの安定"を強調し，次いで，有価証券取引税・取引所税の税率
50%引き下げなど金融関係税制を見直すとした (98年度税制「改正J)倒。さ
らに，金融システム「改革」の重要な一環として銀行持株会社制度を導入する
ことを踏まえて，銀行株主からの現物出資に関連した法人税などを含め，税制
上の優遇措置を講じることにした側。これらの措置によって金融シ久テム
「改革」は，“目標の実現に向けて大きく前進した"として，金融システム「改
革J(日本版ピック。バン)の具体的なイメージについて，“21世紀の高齢化社会
において，我が国経済が活力を保っていくためには， 1， 200兆円にも上る個人
金融資産がより有利に運用される場が必要であり，金融システム改革とは，こ
のような観点から，フリー，すなわち市場原理が働く自由な市場，フェア，す
なわち透明で信頼できる市場，グローバル，すなわち国際的で時代を先取りす
る市場の 3原則にのっとり，抜本的な金融市場の改革を進めていくもの"と語
り，“一方，我が国金融市場の活力を更生らせるためには，本改革の推進と並び
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金融機関の不良債権を速やかに処理してし、く必要があり，金融システムの安定
には細心の注意を払いつつ改革を進め"る必要があると結論づけた。
つまり，金融資産1， 200~包円の運用，規制緩和=金融の自由化，金融システ
ムの「安定J=不良債権処理などが， r改革」の主要な柱だったことになる。
そこで，以下，金融システム「改革」をめぐる諸見解について検討し，その実
態をより具体的に追究しておこう。
ハ.金融システム「改革」をめぐる諸見解
まず，大蔵省「我が国金融システムの改革」では (61)，目標の2001年にNY
やロンドン並みの国際市場に発展させるには，個人貯蓄1.200兆円を十二分に
活用していくことが不可欠であるし，同時に不良債権処理を進める必要がある
して， r改革」と「不良債権処理」とが2つの課題であるとした。 Free(参入・
商品・価格等の自由化)， Fair (ルー ルの明確化・透明化，投資家保護)， Global (グ
ローパル化に対応する法制度，会計制度，監督体制の整備)の 3原則を前提にした
構造「改革」が不可欠として，具体的には，銀行・証券・保険分野への参入促
進，規制の撤廃，証券・銀行の取扱業務の拡大， 1， 200~包円の個人貯蓄の効率
的運用，デリバティブなどの展開に対応した法制度の整備・会計制度の国際標
準化などを列挙したにすぎず，政府の「金融システム改革のプラン」の領域を
出るものでなかった。ニッセイ基礎研究所の金融システム「改革」論など
も(間，主要なポイントは，“フリーな市場を構築するために，これまで銀行，
証券，保険という形で縦割りになっていた業務分野について相互参入を促すと
共に，内外取引の自由化を進め，幅広いニーズに応える多様な金融商品・サー
ビスの提供を目指す。フェアな市場を構築するために，ルールの明確化と共に，
ディスクロージャー(経営情報の開示)の充実・徹底を図り，自己責任原則を
確立する。グローバルな市場を構築するために，法制度の整備，会計制度の国
際標準化を進めると共に，監督についての協力体制を確立する"とする内容で，
大蔵省と五十歩百歩であったといえる O
次ぎに，業態聞の参入促進や持ち株会社制度の導入，銀行による保険販売な
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どを検討した保険審議会の「ピック、、バン」についての報告書をみると(削，そ
のメイン・テーマは「ポスト・ビッグパン時代の展望」におかれ，金融ビッグ
バンの波及効果に関心を寄せていた。つまり，“金融ビッグバンがもたらす効
果を考えると，それを通じて少数のグローバル・プレーヤーが登場するだけに
とどまったのでは不十分である。個人金融資産1，200兆円の効率的な活用とい
うことを考慮すると，問われているのは東京市場に参画するすべてのプレーヤー
の金融サービス提供機能の底上げであり，それが満たされて初めて金融ビッグ
パンの真の目的が達成されることになる"として，金融ピック守バンの影響が及
ぶのは，“個人金融資産1.200兆円の効率的な活用"に関係する金融サービスの
ユーザーも埼外でないことを示唆した。 さらには，“予想されるパラダイム・
チェンジ"として，“金融ビッグパン進展に伴って生じることが予想されるの
は，これまでの銀行業，証券業，保険業といった「業」を規制していた垣根が
撤廃され，激しい競争のなかから新しいタイプの金融サービス業が登場してく
ることである。この金融サービス業は自らの選択で銀行業務，証券業務，保険
業務を自由に組み合わせて行うことが可能となる"から，ユーザー主権確保と
金融サービス法との整備が不可欠になることを指摘したのである。すなわち，
新しいビジネスの主体である金融サービス業に対しユーザーの主権確保を前提
とした法律の手当が求められることになったのである。 “金融サービス法には，
金融サービス業の不正行為防止等のための罰則規定が盛り込まれることになる
が，それ以外の行為規範は必要最小限とし，いずれは市場規律(マーケット・
ディシプリン)に委ねていくことへの配慮、も必要であろう"とユーザーへの配
慮を重視するくだりとなっていた。そこで，“基本は(中略)ディスクロージャー
の一層の充実であり，金融サービスを提供する主体に対しては従来以上にアカ
ウンタビリティ(説明責任)が求められることになろう。一方，ユーザーに求
められるのは自己責任原則である。これらが両輪として機能して初めて活力あ
る金融マーケットが構築できるのであり，金融サービス法はそのための羅針盤
と位置付けられるものである"という結論になっている。要は，ユーザー保護
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と同時に，構造「改革」論の重要なキーワードでもある「自助・自立」論とセッ
トで多くの国民に求められる「自己責任」論がまとめであったと受け取れるO
以上，みてきたことからも，金融システム「改革」で明白なことは，金融資
本ないしは多国籍企業の政治的操縦と利潤追求の食欲さが見え隠れする中で，
弱肉強食のあらゆるルールの撤廃=規制緩和・撤廃を前提にした個人資産
1， 200~包円の取り込みと「自己責任J，独禁法解体二金融持株会社の創設と対応
した銀行・証券，保険の業種間相互参入，脱落の結果から発生する「不良」債
権処理に対する金融「安定」化を旗印とした税金=公的資金の導入など，まさ
に一体化された体制の構築こそ，金融システム「改革」の本質であり，やがて
は郵政民営化や奨学金制度の廃止などにも至る「改革」が実態であった。
5.社会保障構造「改革」と公的負担抑制策
イ.財界の社会保障構造「改革」論
96年8月に経団連は“活力ある経済社会を維持するとの視点から，民間活力
の最大限の活用，自助努力を基本とした社会保障制度のあり方を"推進するた
めの「高齢者介護のあり方について検討」を発表した刷。その要点は，まず，
介護措置制度を廃止して自由度，選択度を拡大し，在宅サービスで民活を促進
させることが，要介護認定による過剰給付を抑制できる方途であるとした。次
いで，高齢者医療の利用者負担定率制(1割)を導入して保険料負担をもとめ，
医療と介護の分離で社会的入院を抑制できると踏む。一方，事業主負担の法定
義務化には反対し，施設サービスの民活化導入や介護保険に対する医療費抑制
効果の公表をもとめて，その促進を迫った。さらには，健保組合財政悪化の要
因を老人保険拠出金の急増として，老人の定額自己負担(外来 1月1，020円)を
定率自己負担(例えば医療費の 1，. 3割)に転換し，拠出金制度の見直しを含め
た老人保険制度の抜本的な「改革」が不可欠である，などと強調する内容であっ
た。ここでみられる特徴は，あらゆる保障に対する抑制基調であり，介護の民
営化や高齢者に対する医療負担の拡大であり，殊に，高齢者医療に対しては，
96年10月の経団連「健保組合財政は悪化の一途」においても執劫に繰り返され
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た筋書きであった制。
96年1月の第2次橋本政権の発足とともに，経団連は“あらゆる歳出項目に
わたってゼロベースで見直す必要がある O その最太の課題が社会保障制度の改
革である。中でも医療保障制度の効率化"であるとする意見書「国民の信頼が
得られる医療保障制度の再構築」を発表し(附，医療保険財政の危機と97年度
緊急対策として，国民全体が今以上にコスト意識を持ち，医療費の増勢を抑制
する必要があるとした上で，97年度に「改正」を迫った。まず，被用者保険の
自己負担率(本人) 2割と自己負担額上限(高額療養費制度の適用)引き上げ，
老人保険制度の自己負担の定率化(1割)と自己負担上限の設定，薬剤費の自
己負担率引き上げ(3 ，._ 5割)などを打ち出した。次いで，高齢者医療費の
「問題点」とその「是正」として，高齢者医療費増大の原因ときめつけた「過
度Jの重複受診や「過剰」投薬， i社会的」入院の是正による高齢者医療費の
効率化と所得，資産などによる応分の負担などをもとめ，医療の分野への競争
原理の導入や民間企業の本格的参入などによる医療費の効率化を図って総額の
抑制を要求した。さらには，医療の合理化・効率化の促進をあげ，医療行為へ
の定額払い制度の拡大や企業による病院経営の自由化，医療機関の広告規制の
緩和，薬価基準の制度的見直しなどを提唱し，究極的「改革」として高齢者介
護制度の導入と一体化された医療保障「改革」をあげて，対象者の限定や高齢
者の自己負担率の見直し，老人保険拠出金の撤廃，高齢者介護制度の導入によ
る「社会的」入院の解消，医療サービスへの競争原理の本格的な導入などの断
行を迫ったのである。
そこに透視される実像は，コスト意識や自己負担率引き上げ，医療の合理化・
効率化，医療サービスへ競争原理の導入や民間企業の本格的参入，高齢者医療
費増大の原因ときめつけた「過度」の重複受診や「過剰」投薬， i社会的」入
院への一方的非難を通じた総額の抑制であり，ムダの典型たる軍事費や公共事
業との一体的検討などは毛頭もなかったのである O
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ロ.政府・審議会の社会保障構造「改革」
以上のような財界による「改革」提言を受けて， 1996年11月に社会保障関係
審議会は，“水準も，年金の給付額，医療の受けやすさや内容などの点で基本
的には欧米諸国と比較して遜色のない水準に達している"と自慢してみせた
「社会保障構造改革の方向J(中間まとめ)を発表したが，その概要は，まず，
少子化の進行による社会保障負担の一層の増加で医療保険財政が構造的赤字体
質化して，社会保障関係予算編成が厳しい状況にあるから社会保障構造「改革」
が必要だと説いた上で，社会保障負担について，サービス利用者(受益者)と
しての自覚やサービス費用に対する意識(コスト意識)の喚起による効率化の
機能を重視した。次いで，社会保障における企業負担について，“社会保障に
係る企業負担も拡大し，結果的に企業活力の減退や産業空洞化を招く"と懸念
を表明し，社会保障構造「改革」の考え方として，“自助，共助，公助の重層
的な地域福祉システムの構築"を強調，“こうした考え方は，我が国の社会保
障が目指すべき方向性として基本的に妥当なもの"と断定する。「改革」の基
本的方向として，障害や要介護については，家庭や地域で自立した生活を重視
し，そこには民間活力の導入を促進して全般の効率化を図るが，ここでも在宅
医療・介護に重点を置いた利用者本位の効率的なサービスをもとめて自己負担
によるサービス費用に対するコスト意識を喚起させ，民間事業者によるサービ
ス提供の促進と競争を通じて全体としての費用の「適正化」を図るとしたので
あるO 住民参加の非営利組織やボランティアによる善意の支援を通じて「改革」
を補完していくねらいも包含されていたものといえる O
ここでも財界の「提言」に勝るとも劣らない「コスト意識」の喚起や「効率
化」の機能，受益者としての自覚，あるいは自助，自立，共助の強調など，国
民に対する負担加重の論理が先行し，高齢者や障害者に対する温かい施策の実
現をめざした「改革」など，一切といってよいほど見いだせるところはなかっ
た。ただ，“医療提供体制の在り方をも踏まえつつ現行の出来高払制の見直し
も含めた診療報酬体系の在り方や，薬価制度の見直しも含めた薬剤給付の在り
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方の検討などを行い，医療保険制度の仕組みに医療費の適正化や効率化の要素
を取り込む"としている点だけは，一考に値した提言であったとはし 1える。
以上のような審議会報告に呼応するかのように，国立社会保障・人口問題研
究所 11998年度社会保障給付費」が発表されたが，そこで報告された客観的統
計は，医療，年金の費用に生活保護や児童手当などの福祉の費用を合計した社
会保障給付費が72兆1， 411億円で前年度に比べ 2兆7，223億円の3.9%増加して
過去最高額を更新したという内容であった。伸び率の3.9%は，昨年に次ぐ低
い伸びとなった一方，国民所得に占める社会保障給付費の割合は過去最高の
18.9%に上昇し，明らかに膨張を続けたことを示している。部門別では，医療
が約25兆円，年金が約38兆円，福祉その他が約8兆円で， 3部門とも増加傾向
を続けたが，医療費の伸びは前年度から引き続き低下したことが特徴であった。
構成割合は，医療35.2%，年金53.2%，福祉その他11.5%で，医療が低下し，
年金・福祉その他が上昇していた。また，高齢者医療，年金，高齢者福祉サー
ビスの給付費を合計した高齢者関係給付費は47兆8，041億円で対前年度伸び率
5.9%の上昇となり，社会保障給付費総額に占める割合も66.3%となって，以
降も増加傾向にあることが明らかにされた。いわば，財界や政府の提言や見解
が裏打ちされたかの報告だったのであるO
ハ.社会保障構造「改革」論批判
社会保障給付費は，年金，医療，介護など社会保障の分野で，税金，保険料
などの社会保障財源から国民に支払われた給付の総額であるが，国立社会保障・
人口問題研究所がまとめた98年度社会保障給付費はまさに72兆7，223億円で前
年比3.9%増と確かに膨脹したが，その社会保障給付費72兆円も GD P (国内
総生産)に対する社会保障給付費の割合を国際比較してみると， 96年では日本
が14.1%であるのに対して，アメリカ16.5%， ドイツ29.7%，スウェーデン
34.7%， フランス30.1%，イギリス22.8%，カナダ37.7%と， 日本は欧米各国
と比べて大きく立ち遅れていたことが判明する(表2-10参照)。このことは，
医療，年金，その他を個別的にみても同様であり，政府・審議会が自賛するよ
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うな“欧米なみの水準"とは， とてもいえる水準で・はなかったのである(表2-
11，表2-12参照)。
社会保障費の対GDP比の国際比較 (%) 
1989年は総務庁『世界の統計j，1993年(アメリカは1992年の数値)および1996年は
1 L 0 ~世界労働白書』より作成。
2-11 1993年度社会保障費の対GDP比の国際比較 (%) 
本
1 L 0 ~世界労働白書J より作成(アメリカは1992年の数値)
2 -12 国民医療費の対GDP比の国際比較 (%) 
、¥、---、、 日 本 アメリカ ドイツ スウェー デン フランス イギリス
1993年 4.6 5. 5 6. 6 7 . 2 6.8 5. 6 
1995 6. 9 1 4. 3 9. 5 9. 7 
1996 7 . 2 1 4. 2 10. 4 9. 9 
1997 7. 3 1 4. 0 1 0.4 8. 6 9. 9 
1993年は 1L 0 ~世界労働白書j， 1995・96・97年は『厚生白書j(97・98・9年度版)
より作成
わが国の社会保障の大きな立ち遅れの背景となったのは，公共事業50~包，社
会保障20兆という財政のあり方の逆立ちにあった。この場合の社会保障20兆円
とは，社会保障給付財源から保険料などを除いた国や地方自治体の公的負担の
総額であるが， 98年度の国立社会保障・人口問題研究所の報告では，社会保障
給付中の公的負担は22兆円(国庫負担17兆円，自治体負担5兆円)にすぎなかっ
た。この間，浪費的公共事業への支出を膨脹させる一方では，社会保障財源の
中に占める国庫負担の割合を削減してきたのである。 80年度の国庫負担は29.2
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%であったが，98年度には19.2%にまで低下した。
さらに，国民負担の増大について追跡しておこう。まず， 80年段階では健康
保険の本人負担はゼロであり，高齢者医療費も無料であったが， 89年4月の消
費税3%導入後に「改正」された高齢者医療についてみると， 89年の国民年金
および厚生年金保険料の大幅引き上げからはじまって，92年に高齢者 (70歳以
上)の外来診療費負担月800円から900円に，入院負担1日400円から600円に引
き上げられた。さらに，93年には外来月900円から1，000円，入院1日600円から
700円に引き上げられるなど，高齢者への医療負担は拡大した。 94年には健康
保険法改定によって入院給食費も有料化して 1日600円の負担が拡大し，入院
付き添い制度も廃止となった。年金・本人支給も60歳から段階的に65歳にひき
あげられている。 95年には外来診療費負担月1，000円から1，010円にひきあげら
れたが，橋本政権発足直後の96年4月には，再び外来診療が月1，010円から
1， 020円に，入院1日700円から710円に，さらに入金給食費負担も 1日600円か
ら760円に拡大された。以上の負担増のほかに，処方された薬剤の種類や数に
応じた上乗せ負担もある。 97年には健康保険本人負担が l割から 2割に改定さ
れたのと同時に，70歳以上高齢者の外来診療も 1回500円(上限月2，000円)に，
入院1日710円から1，000円に再々度にわたって引き上げられるなど，重なる負
担増によって深刻な受診抑制をもたらしたのである。
消費税率3%への引き上げの際の宣伝文句であった“高齢化社会のため"
(90年度から「ゴールドプランJ)も，89年度--96年度の消費税収入31兆1，781億円
に対して90年度から96年度までの「ゴールドプラン」上積み分は l兆8，813億
円にすぎず，その割合は 6% (介護は 6%)で，消費税率5%への引き上げの
根拠をすでに失っていたにもかかわらず， 97年4月には強行されたのである。
これに対して，医療費の負担増による受診抑制や厚生年金満額支給の60歳から
65歳へ繰り延べ・支給額水準の低下など，高齢者に対する攻撃ともいえる「改
革」は着実に進行した。
年金も支給の切り下げ，掛け金(保険料)の増徴がつづ、l'¥た。たとえば，88
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年では男性12.4%，女性11.75%であったが，89年には女性が11.9%に増徴，90
年に男性14.3%，さらに女性13.8%に，91年男性14.5%，女性14.15%に，92年
には女性14.3%，93年女性14.45%と年々増徴され， 94年には男性16.5%，女性
14.5%にと増徴がっつ。いた。併せて，周年には給付「改正」で60歳から65歳に
給付年齢が引き延ばされたのであるO “増徴あって給付なし"といわれた所以
である。そして，96年には男性17.35%，女性も男性と同率の17.35%に増徴さ
れ，88年からは実に男性で4.95%，女性では5.6%も負担率アップとなった。介
護保険料も2000年4月から実施予定とされ，高齢者からも保険料が徴収される
ことになっていたが，サービス(給付)の不足が当初から危ぶまれていたので
ある。
97年度予算の小泉厚相による社会保障構造「改革」では，健康保険被保険者
本人の自己負担l割から 2割への引き上げ，70歳以上の高齢者の診療費負担が，
外来では，月1，020円の定額制から通院1回500円(月2，000円を上限)，入院710
円を1，000円に(ほかに食費1日760円，年収39万円以下の低所得者からは560円徴収)，
薬剤費1日1種類15円のほか， ビタミン剤など l部の薬や軽医療を保険の対象
から外すなど，まさに媒腕が振るわれたが，さらには，政府管掌健康保険の保
険料(わが国労働者の80%を占める中小企業労働者対象)が8.1%から8.6%へ引き
上げられ，また，厚生年金の満額支給は60歳から65歳に繰り延べ，支給額水準
は逆にヲ|き下げられた。高齢者医療では，患者負担を定率1，. 2割，一定所得
以上は 3割，大病院の外来は 5割にアップ，保険料も健康保険等の扶養家族か
らも徴収となり，まさに小泉「改革」の真骨頂を示した。
だが，社会保障構造「改革」の重要な根拠のーっとされる「医療費“増加"
財政危機」論に根拠がなかったは，医療費に占める国庫負担の割合が85年の
26.6%から95年の23.4%に低下し，絶対額では90年の 5兆0，787億円から94年
の6兆0，100億円に9，313億円の増だけにとどまっていたのに対して，この間の
国債発行額は実に56兆2，420億円にも膨脹していたことからみても明白であっ
た。以上のような消費税5%の増税と医療費の負担贈，年金の改悪など，一体
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化された「改革」が閏民の可処分所得を減少させ， それが消費を抑制させるこ
とになって，長期不況をさらに一層深刻化させる結果を招くことになったので
ある。
⑥ 教育「改革」プログラムと「人材」育成策
イ.財界の教育「改革」論と「人材」育成
経団連は，第1次橋本政権が発足して間もない96年3月に「創造的な人材の
育成に向けて」と題した教育「改革」についての提言を発表したが m，そこ
では，創造的な「人材」育成のための i5つの提言」と i7つのアクション」
としてまとめられ， i 5つの提言Jの前提として，創造的な「人材」育成のた
めの自己責任を強調し， しかも， i複眼的」で「複線的Jな教育システムの実
現を大きな課題に設定しているO
i5つの提言」は，教育界，行政，家庭に対する具体的な要求を示したもの
であるO まず，教育の規制緩和促進を念頭にあげ， カリキュラム編成の弾力化，
学校選択の弾力化などを通じた教育機関の多様化・個性化の推進，学生の進路
選択幅の拡大のための編入枠や単位互換制度の拡充などを指摘し，複眼的評価
の大学入試実施のために論文，面接など選抜方法の工夫を迫っている。さらに
は，体験重視の学校教育や外国語やコンビュータ関連の教育の拡充， 中高一貫
教育の拡大，飛び級の実施拡大などが主要な内容であった。また，家庭の教育
力回復に期待して， “子供に社会生活の基本を教える，子供の資質・能力に応
じた適切な進路選択を行う"などをもとめた。
次ぎに，企業・経済界での i7つのアクション」は，学校や家庭に対する
「提言」と一体化して，入社式なしの通年採用への移行や経験者採用(中途採
用)の拡大，評価制度の構築や社内公募制， “高度な専門能力を持つ人材を特
別に処遇するための専門職制度の導入'¥ さらには， 教育支援プロジェクト
(留学・奨学事業など)の充実などを掲げて，創造的「人材」の育成促進を謡う
内容であった。そこには，文化や歴史， あるいは哲学など，人間性や世界観を
構築していくための基礎的学習や教養の緬養などは，ほとんど文面の行聞には
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表れることなく，まさしく企業向け「人材」の育成に焦点をしぼった教育「改
革」論でしかなかったのである。
96年10月の新しい小選挙区制による総選挙での自民党の「復調」と第 2次橋
本政権の成立と対応して，経団連は「魅力ある日本」を発表し，その中で，橋
本政権の6大「改革」に照応した財界本山としての教育「改革J論を主に「我々
が目指す日本の未来」として示した。一方，橋本政権の教育「改革」路線は97
年 1月発表の「教育改革プログラムJ(文部省)に具体化されたが， この「プ
ログラムJの基礎・骨格となったのは，基本的には，経団連の「魅力ある日本」
と題する報告書の第2部第4章「創造性を引き出す人材育成システムを確立す
る」で述べられている教育「改革」提言(以下， [提言J)である。そこで， こ
の「提言」をひとまず要約して財界の教育「改革」論を把握しておくことにしょ
つ。
まず，“望ましい人材育成システムの姿"として，初等・中等から高等まで
の教育，企業や官庁などを含む社会全般にわたった「複線的」な選択肢を持つ
「人材」育成システムの必要性を説き，そのシステムのもとでこそ，主体性と
自己責任に裏打ちされた創造的な「人材」が，社会に多数育つであろうことを
強調する。次いで，“望ましい姿を実現するための改革すべき課題と提言"と
して，これまでの「人材」育成システムの問題点として，戦後のわが国で欧米
に“追いつけ，追い越せ"を目標に定められた目標を効率的に実現する「人材」
を重点的に育成してきた結果，社会全般において，知識の量は多いが，自らの
目標，解決すべき課題の設定に不得手な人々が増大したことを指摘し， この点
に「人材J育成システム「改革J(財界の教育「改革J)の基本的方向としての
「複眼的Jで「複線的」な「人材」育成システムを実現していく必要がある，
と力説した。
「人材」育成システムの具体的な「改革」としては，やはり，教育にかかわ
る規制緩和の推進や多様なニーズに応える教育体系の構築をあげ，カリキュラ
ム編成の弾力化や編入枠，単位互換や中高一貫教育の拡大，“世界をリードす
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る独創的人材を育成するため"に飛び級の実施などを迫り，さらに学校選択の
弾力化など，教育関連の各種の規制緩和を促進する必要性を説くのである。
以上のような教育界・行政の「改革」に対応して，企業側では，多様な「人
材」を受け入れ，個人の意欲と能力を引き出す人事・雇用制度を構築し，聞か
れた採用の推進と求める「人材」の明確化や経験者採用(中途採用)の拡大を
促進する必要性を力説し，すでに多くの企業では，必要に応じて他社勤務の経
験者を採用しているが，今後は，例えば，経験者採用の恒常的門戸開放や社内
経験者比率の大幅引き上げなどによって，経，験者マーケットが拡大していけば，
新卒入社意識もなくなり，人生早期における過度の競争も軽減されるというの
である。
すでに，経団連の 15つの提言」と 17つのアクション」とでまとめられ，
やや列挙的なきらいがあった96年3月発表の「創造的な人材の育成に向けて」
を下敷きにして肉付けされたほとんど同内容の「改革」にすぎなかった。要は，
90年代での国際競争の激化・大競争時代における大企業，多国籍企業に直接役
立つ「エリート」育成の要求であり，発明・発見の子供をいかにしてつくるか
に主眼をおき，いわば，教育における競争原理の強調であった。いじめの問題
や登校拒否，校内暴力や学力不振などの現実に生起している深刻な問題はほと
んど視野の外でしかなかったのである。こうした財界の総本山=経団連の教育
「改革」論と自民党行政改革推進本部「橋本行革の基本方向について」の基本
認識，すなわち，大競争(メガ・コンペティション)時代の下で，効率的でスリ
ムな政府と活力ある社会・経済システムの構築が不可避であり，そのためには，
これまで依拠してき価値観とそれに基づくシステムの歴史的な転換を図る，と
いう橋本「改革」を前提にして，文部省は，科学技術の振興と「人材」育成の
手法について，高等教育機関では研究体制に競争原理導入のための「改革」を
実施してハード，ソフト両面の施設を格段に充実することが不可欠であるとし，
さらに，児童，生徒の教育では，理数科離れという最近の風潮に照らして，初
等中等教育段階から理数科教育を中心に“創造力豊かな" 1人材」育成のため
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の総合的なプログラムの樹立が不可避である，とする行政「改革」路線とをう
けて (6ペ文部省「教育改革プログラムJ(以下， rプログラムJ)を策定した。
ロ.文部省の教育「改革」プログラム
97年1月に橋本内閣の 6つ自の「改革」に教育「改革」が追加され，文部省
の「教育改革プログラム」が急速作文された。その理由は，この「プログラム」
の冒頭に“あらゆる社会システムの基盤である教育について，行政改革，経済
構造改革，金融システム改革，社会保障構造改革，財政構造改革の 5つの改革
と一体となって，改革を実行する必要がある"として明らかにされていた。つ
まり，教育「改革」は経済や財政，金融などの「改革」と自立したものではな
く，不可分一体のものであるという認識に立っていたのである。その核心は
「人材」の育成とその育成システムの「改革」であったが，その「改革」の基
本的方向としての「複眼的」で「複線的」な「人材」育成システムを実現して
いくことを強調した財界=経団連の意向を盛り沢山に取り入れて，政府=文部
省の教育「改革」論は展開されたのである。
文部省「プログラム」では，教育制度の多様性，高校での単位認定(ボラン
ティア活動や企業実習，文化・スポーツ活動の認定)， 中高一貫教育制度の導入，
通学区域の弾力化，大学入学年齢の特例，大学入試・高校入試の改善，大学入
試・高校入試の多様な選抜方法，学校の教育内容の再構築として学校のカリキュ
ラム改革や学校週5日制の完全実施など，経団連の意見書 f創造的な人材の育
成に向けて」や「創造性を引き出す人材育成システムを確立するJで示された
「改革」論と瓜二つの形で、展開された。その他，科学的♂素養の育成やコンビュー
タやソフトウェアの着実な整備を進めた情報教育の充実，社会の変化や産業の
動向等に対応した職業教育の改善，外国語教育と国際理解教育の充実など，大
競争時代に勝ち抜く「人材」の育成に力点がおかれたのも文部省の独創ではな
かっTこO
高等教育機関の活性化のための大学「改革」推進については， 自己点検・評
価の実施，地域産業の代表者・学界関係者をはじめとした外部有識者の意見聴
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取などによる各大学における評価システムの充実，それらの点検・評価の継続
的実施，その結果の公表などがあげられ，大学院の充実・強化と学部再編成な
どの推進における学長のリーダーシタプの発揮や教授会運営の円滑化など組織
運営の改善，国立大学の柔軟な組織編成や事務組織一元化なども強調された。
中でも特筆すべきは，大学教員への選択的任期制の導入であったといえる。ま
た，高等教育機関における生涯学習機能の強化として，社会人の積極的な受入
れ，社会人に対するリフレッシュ教育のための特別入学者選抜や夜間大学院科
目などの履修生制度，公開講座や編入学の拡充などがもとめられた。また，放
送メディアを通じて，広く高等教育の機会を提供する放送大学の全国化を推進
し，学習成果の積極的な評価，勤務時間や受講料の面での配慮、など社会人学習
活動の支援について，産業界の協力に依存することが奨励された。
“社会の要請の変化への機敏な対応"としては，“初等中等教育段階での科
学的素養の育成や技術に関する理解の促進を目指す"ために大学・高等専門学
校への体験入学の促進，大学や研究所の青少年への開放，インターネットの活
用による大学の研究情報の各学校・生徒への発信などがもとめられ (70)，“産学
連携による人材の育成"として，学生の高い職業意識の育成やベンチャービジ
ネスを担う「人材」の育成，社会人の教員採用，産業界との人的・財政的交流，
市場・技術動向など情報提供，理工系教育の充実などの方途が指摘された。産
業界や関係団体の代表者などを含め，外部有識者の意見を聴くなど，研究評価
の充実とその結果の情報開示，研究資金配分への反映なども要請されたのであ
る。
また，産学連携による共同研究のために国立大学教員が休職できる法的措置や
民間企業での研究開発に従事できる兼業許可基準なども「改正J(97年度実施)
するなど，国立大学の研究成果の企業による活用，大学からベンチャー企業へ
の技術移転支援による産学の連携・協力と研究開発の促進がもとめられた。
要は，大学での教員の任期制，企業向け研究・業績の向上，その貢献程度に
よる実質的な評価基準の設定と予算配分，企業主導の産学協同の密接化，さら
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に学長権限の強化や教授会自治の剥奪，大学の企業と国家に対する下請け機関
化など，いずれをみても学問・研究の自由を脅かすもので占められたのである。
“国際化が急速に進展する大競争時代の中で，世界各国と共生しつつ我が国の
経済・社会の一層の発展・成熟を期するためには，日本人としての自覚ととも
に国際的な視野と経験を身に付け， 21世紀の国際社会の中で世界に貢献しつつ
主体的に生きる日本人を育成していくことが肝要である"と説き，また“教育
改革の輪を広げるための経済界等との協議の場などの設定"が必要とする点に，
財界総本山による教育「改革」の意図が集約されていたが，その実現こそ，
「プログラムjの緊急課題であったことが，すべての文面の各行聞から容易に
読み取れる内容であった。
ハ.橋本政権の教育「改革」における「人材」論
財界の「人材」育成策にそった教育「改革」とは，自民党行政改革推進本部
「橋本行革の基本方向について」の基本認識を前提にして，巨大企業の“国際
化"に向かう戦略に呼応した金融や経済の「改革」と一体化した「改革」でな
ければならなかった。具体的には，教育投資資金を極力抑制しながら，財界に
必要な「人材」の育成に主眼がおかれ，教育の多様化， Iエリート」養成をめ
ざす「逸材」発見や発明・発見の「人材」をいかに創造するか， という視点で
の「改革」であり，教育や福祉での平等は悪の根源でしかなかった。 “社会全
般において，知識の量は多いが，自らの目標，解決すべき課題の設定に不得手
な人々が増大している。このままでは，来るべき 21世紀において，豊かで魅
力ある日本を築くことは不可能"であると断じて，“現在の教育のもとでは特
定分野でいかに優れた特質をもっていても，その素質を開花できずに終わって
しまう"から，“主体的に行動し，自己責任の観念に富んだ，想像力あふれる
人材育成"のために“「複眼的」で「複線的」な人材育成システムの実現"を
追求することが核心である，とする財界の意向に呼応した「改革」が不可欠と
されたのである。
文部省は，97年8月に，“中高一貫教育を選択的に導入することとし，学校制
-53 (237) -
度の複線化を進めるため，中央養育審議会の答申を踏まえ，関係法案を次期通
常国会に提出すべく準備を進め，平成11年度からの導入をめざす。なお，市町
村立中学校と都道府県立高等学校が連携した中高一貫教育については，平成10
年度にも実施が可能となるよう，速やかに制度改正を行う"と改めて表明し
た例)O 開発型や発見型，発明型，あるいは創造型が求められ，それらに応じ
た効率的な教育システム， 1"能力」競争を組織化することがもとめられ，教育
分野で新商品の発明，創造性の開発が最優先された。自由教室や体験学習も
“初等中等教育段階での科学的素養の育成や技術に関する理解の促進を目指す"
ために大学・高等専門学校への体験入学の促進"にコミットされた「改革」の
一環であった。殊に，ハイテク技術を使用する新商品開発「能力Jの育成こそ，
緊急の要請であったといえる。 経済・政治・行政分野でのエリート像でもあ
る「スーパーエリート」は，中高一貫教育「改革」で効率的に発掘・育成され，
その対極の底辺層は現行教育体系では不効率として財政「改革」との一体化か
らスリム化，切り捨て，公教育からの排除を不可欠とされた。まさに「公教育
のスリム化」と「平等教育の解体」であったといえる O 労働者や国民には，ひ
たすら意識「改革」の必要性と「自己責任」の原理を説いてみせ，国民に浸透
していない競争至上主義の原理と自己責任の原理とを結びつけることに遁進し
たのである。自立した個人の「自己責任」とは，人間の社会性そのものの否定
にほかならなかったのである。
教育の現場では，いじめの問題，登校拒否，校内暴力，学力不振，自己を商
品化してしかみない生徒など，様々な矛盾が生起していたが， 1"教育の荒廃」
が激しくなってきたから教育「改革」が提起されてきたので、は決してなかった。
こうした困難には具体的で適切な対策案を一切示さず，抽象的な「心の教育」
の教科を掲げたにすぎなかった。また，高等教育機関に対する締め付けは，す
でに論理的には極限に達していた。教員の任期制や学問の研究・業績の外部評
価，学長権限の強化，教授会自治の剥奪，大学の企業と国家に対する下請け機
関化の強制など，学問・研究の自由を直接に脅かす材料が軒並みであったが，
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それに引き替えて，高等教育費総額に占める学費負担の割合，高等教育への公
費負担の対GDP比，あるいは高等教育への公財政支出比など，国際的比較を
みても(表2-13参照)，わが国と欧米諸国とのレベルではかなりの格差があっ
たことは明白であった。負担と抑制は大きいが，教育・研究費は貧困，これこ
そ真っ先に「改革」しなければならない対象だったはずであるO
表2-13 高等教育の学費負担と公的負担 (%) 
一一一一¥ A B C 一一一一一~ A B C 27 日 本 62.5 0.5 1.5 イ ギ ス 。0.7 
ア メ カ 42.3 1.1 3.3 オ フ ン ダ 。1.2 
アイ/レランド 18.8 デンマーク 。1.4 3.3 
ス J、え イ ン 18.2 0.8 2.2 ド イ 、y 0.9 2.1 
オーストラリア 17.3 1.2 3.9 イ タ ア 0.7 1.4 
フ フ ン ス 9.1 0.9 1.8 スウェーデン 1.5 2.9 
カ ナ ダ 3.8 1.6 4.8 ス イ ス 1.1 3.2 
A=高等教育費総額に占める学費負担の割合， B=高等教育への公費負担の対GDP比，
Cニ高等教育への公財政支出比
A~ ~日本の労働経済J 199年版39頁・図75より， B. Cニ『春闘データ白書J201年
版83頁・ l図17より各々作成
空白箇所は不明
人間は遺伝子的に決定されるから，天才は教育で育てるものでなく，先天的
に存在するとしたのは臨教審の思想であったが， 日経連調査協議会「二一世紀
に向けて教育を考える」で展開された人間観・子供観も，“われわれが「創造
的人間」と呼んでいるのは，通常次の3つのタイプがある。天才・能才・異才"
があるが，“この 3つ以外の普通の人間は凡才・非才であって，大多数の普通
の人間は能才的創造性の域にさえ到達できな~¥" ，つまり人間の能力は遺伝子
的に決定され，天才，能才，異才，凡才，非才の 5段階があるとする驚くべき
人間「能力」論であった (72)O この財界の考え方は，91年の文部省「新しい学力
観」で“21世紀に主体的，創造的に生きる子供の育成を目指し，各学校では，
新しい学力観に立つ教育の充実に努める"とした教育視点と同一であった(問。
教育の「自由化」と公教育の「スリム化」とがセットされ，市場での競争原理
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を人聞のあり方の根本原理と見なす優勝劣敗の思想と結合して教育「改革」論
が展開されたところに特徴があり，同時に脅威があるO 大競争時代における多
国籍化した大企業と財界の21世紀戦略に即応した「入材の養成」要求に呼応し
た学校制度の「複線化J(新能力主義)を実現する教育「改革」が，教育基本法
の民主主義教育の理念に真っ向から背いて，われわれの身近なところで， しか
も異常なスピードで21世紀に向かつて進行していたことになる。
③ 消費税引き上げと銀行支援策
1 .消費税率5%引き上げと景気の悪化
1997年4月の消費税率3%から 5%への引き上げによって約 5兆円の増税
となったが，98年発表の「経済白書」によると間，97年度の日本経済について，
“自律回復過程への復帰が挫折して景気が足踏みし，停滞状態になった"とし，
その要因として，第一に消費税率アップなど国民負担増の影響，第二に，金融
機関の破綻や貸し渋り，第三にアジアの経済危機，をあげている。その結果，
“当初は家計の可処分所得・消費が減速，また企業の予想以上に 需要が減速
したことから在庫が溜まって生産調整に至ったが，次第にその影響が設備投資
や雇用にも及んできている"と景気の悪循環を指摘した。貸し渋りについて，
92年前後から中小企業では，“企業の実感として貸出態度の慎重化が始まって
いた可能性がある"として，“昨年中にも一層貸出態度が慎重化した"と分析
し，中小企業の設備投資に影響を与えたことを指摘していたが，今後も，“銀
行が中長期的に収益性を重視し，資産規模の見直しゃ融資内容の見直しが進む"
として貸出抑制の方向に動くと示唆するとともに，以降に，“企業のリストラ
が更に進展し雇用に悪影響を及ぼす可能性もある"と懸念を表明した。他方で
は，“労働市場の需給調整機能を一層高めることが重要"と労働力の流動化を
進めることが強調されてはL、たが，消費税率の引き上げが引き金となって需要
の停滞が生産に波及し，中小企業の倒産多発，大企業のリストラで失業が急増，
所得の減少を通じて，さらに消費を冷やすという悪循環に陥っていることが的
確に指摘されていたと評価できるO 消費税率3%から 5%への引き上げによる
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5兆円の増税，これに社会保障費の国民負担増4兆円，さらには低金利による
利子分の目減りなどをあわせた 9兆円以上の負担増が， I橋本不況」最大の原
因となったというべきであろう。 97年1月前後から特別減税の廃止なども重な
り，個人消費が極度の不振となって景気がさらに悪化し(表2-14参照)，銀
行や証券会社の破綻，ゼネコン倒産などが相次いだのである。
橋本政権の支持率は，97年初頭から夏期にかけて若干上昇したが， 4月の消費
税 5%へのアップから10月にかけて 2回目の急落となった。その第 l回目の急
落の原因は，第 2次橋本政権の「改造」で佐藤孝行入閣問題が世論の反発を招
いたことにあった。しかし 2回目の落ち込みは支持率が回復せず，起死回生を
ねらった16兆6，000億円の「総合経済対策」の打ち出された翌98年4月におい
ても， 日本世論調査会の調査では37.1%と最低を記録したのである側。「朝日
新聞」によると，57%の人々が政権交代を要求し，64%の人々が深刻な景気悪化
の責任を橋本政権の失政にあるとしていた。
表2-14 GDPの伸び率 (実質・前期比)
10"""12月 1.1 98 1 ，. 3月
97 1 ，. 3 2.0 4，. 6 
4，. 6 企2.8 7，. 9 
7，. 9 0.8 10，.12 
10"""12 ..0.4 
経済企画庁『国民所得統計』より作成
企はマイナス
企1.3
"'0.8 
"'0.3 
企0.8
97年1月前後から一層景気が悪化し，同1月に経団連は，“現状を放置すれ
ば，金融ピックゃパンへの対応が遅れるばかりか，わが国経済の将来に重大な影
響を及ぼす"として，金融「安定」化のための公的資金の導入をもとめた「緊
急提言」を発表した(問。そこで要求されている内容をみると，公的資金導入
の手法として，"預金保険機構内の「一般金融機関特別勘定」が日銀・民間金
融機関から行う借入に政府保証を付けることが考えられる"などとするタカリ
の手口でしかなかった。
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97年度全国企業の倒産(負債総額1，000万円以上)件数は， 17，439件(前年度比
17.4%増)であり， 1万件オーバーは「バブル」崩壊後の91年度以来であった。
負債総額は15兆1，213億円で戦後最悪だった前年度比で64.5%増となり，最悪
の記録となった。 97年度の日本経済について，帝国データバンクは“四月から
の消費税率引き上げ，特別減税の廃止などにともなう需要の反動減，個人消費
の極度の不振，そしてゼネコン倒産や金融不安，信用収縮によって波乱含みの
展開となり，景気低迷はいっそう深刻なものとなった"と分析し，“すでに景
気は不況への悪循環に入り込んでいる"と指摘している (78)
97年1月初めにアメリカ財務長官ルービンは日本に減税を求め，同月の
APEC (バンクーパー会議)後，クリントン大統領も財政政策の転換を要求した
が (m，財政構造「改革」と大きく矛盾することが明白となり，アメリカから
も橋本政権が不信任されいることが白日のもとに曝されたのである。そこで，
まずアメリカの要求を入れて，97年12月に 2兆円減税を発表したが，発表当日
の株価は前日比555円高となったものの，翌日には380円下落し， 97年度補正予
算に盛り込んだ所得減税も 1年限りに終わることになったのである。
2.金融「安定」化2法の成立
財界の要求に対しては，翌98年2月に30兆円銀行支援2法案を成立させた。
それら法案の一つは「改正」預金保護法であり，30兆円の銀行支援のうち，預
金全額保護を名目として， 17兆円を預金保護機構による金融機関破綻処理に投
入するためのもので，保険料収入による責任準備金がマイナスになった場合に，
7兆円の交付国債を現金化して補填するなどの方法で公的資金(税金)を投入
することにねらいがおかれた。もう一つは「金融機能安定化緊急措置法」であ
り(80)， 30兆円の銀行支援のうち，金融機能の「安定」化を名目として， 13兆円
を金融機関発行の優先株や劣後債の預金保険機構による引き受けに投入し，金
融機関の自己資本を「充実」させようということにねらいがあったが，いずれ
の金融機関の自己資本に公的資金を投入するかは，新設する金融危機管理審査
委員会(蔵相，金融監督庁長官， 日銀総裁，預金保険機構理事長など7人の委員で構
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成)で議決することになっていた(同法第3章)。
法案の問題点は，まず， i改正」預金保険法では，預金者「保護」と称して
一般金融機関の破綻処理に巨額の公的資金を投入するものであり，預金者「保
護」は当然であるとしても，それは，預金保険料率を引き上げるなどして，銀
行の共同責任で自立的に実施すべきで領域であった。 98年1月には大蔵省山口
銀行局長は，衆院予算委員会で“金融機関の体力を総体としてみた場合，不良
債権の十分な償却財源はもっている"と答弁し，全国銀行協会連合会の岸暁会
長も 2月4日の衆院大蔵委員会で，“銀行局長のおっしゃることが正しいんじゃ
ないかと思う"と認めているO 預金者「保護」のためにという名目で，実は破
綻した金融機関のために 17~包円もの公的資金を投入するという根拠は明確に崩
壊していたのである。民友連の岩国哲人議員も， 1月21日衆院予算委員会で
“預金保険料率をアメリカなみに 3倍とすべきだ"と主張していた (81)O
「金融機能安定化緊急措置法」の根幹は，巨額の公的資金を投入して金融機
関の優先株などを引き受け， 自己資本を増強させる仕組みにあり， iピック守パ
ン」に備えて，大銀行をはじめ金融機関を支援して，国際的な競争にうち勝て
るように体力を増強させようということにねらいがおかれていたのである。つ
まり， iバブル」期の地上げ資金への貸し付けなど，金融機関の乱脈経営の後
始末を30兆円もの公的負担でカバーしていくことに目的があった。公的資金投
入について，貸し渋り対策だとの政府答弁がある一方では，98年1月19日の衆
院予算委員会で山口銀行局長が“大手銀行は国際競争力の競争が待っている。
ここにあまり大きい負担をかけた場合，わが国の金融機関がみんな，だめになっ
てしまう"と答弁し，公的資金投入が貸し渋り対策にはならないことを承認し
ていた。北海道拓殖銀行と山一証券の破綻が金融システム「安定」化策の引き
金であるとされたが，拓銀の場合，大蔵省の金融検査が接待づけの中で乱脈経
営を見逃して傷口を拡大したし，山一の場合も自主廃業のきっかけが「飛ばし」
といわれた簿外処理を指導したことについて，98年1月13日の参院財政・金融
委員会で松野証券局長が“「飛ばし」取引にからむ相談があった(中略) ど
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ういう処理をすれば法律にふれないかという問題で相談にきた"と答弁してい
たことでも，そのことが明らかであった倒。みずからの乱脈経営の結果には
責任を負わず，自己資本の「不足」には公的資金で補完しされて責任不問とい
う，まさしくモラルハザード(倫理観の欠如)の構築こそ，金融システム「改
革」の核心部分だったことになる O 銀行には公的資金を投入し，阪神大震災の
被災者には公的支援をおこなわない，これこそ，まさに政治のモラルハザード
の極みであった。
98年 2月アメリカ大手証券のメリルリンチが日本に進出して山一証券社員
2，000人の雇用を発表した直後に金融「安定」化2法が成立し，また，経営破
綻した北海道拓殖銀行の本州地区の営業を中央信託銀行が譲り受けることで合
意した。さらには，世界最大のノンバンクであるアメリカのGEキャピタルが
東邦生命保険を事実上買収したことを発表した。 3月には，金融システム「改
革」にとって重要な柱である金融持ち株会社法が施行され，預金保険機構が21
銀行に計1兆8156億円の公的資金を投入することが承認された。 4月に入って，
アメリカの金融持ち株会社シテイコープと金融サービス会社トラベラーズ・グ
ループが合併に合意し，銀行持ち株会社パンアメリカとネーションズ・バンク
も合併に合意した側。こうした金融機関の合併・再編が進行する中で，同年
4月に従来型公共事業を柱とした16兆6，000億円の「総合経済対策」が発表さ
れ，冷え切った景気を回復させようとしたが，逆に株価は下落しつづけ，不況
対策の効果が薄かったことを証明していたといえる O さらに同年3月に，高速
道路や空港を中心とした交通インフラ整備， 6つの海峡横断プロジェクト，原
発推進によるエネルギー供給などを内容とした i21世紀の国土のグランド・デ
ザインJ( I五全総J)が決定され，各都道府県に対しては「総合開発計画」の
指針とする新列島「改造」ともいえる「新・全総計画」が策定された。
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④ 列島「グランドデザイン」と「五全総Jの策定
1 .財界の新しい「全総」構想
イ.首都機能移転と「五全総」
首都機能の移転については， 1990年に国会決議が行われ，94年には移転先候
補地の選定基準を中心とする「国会等移転調査会」の報告が出されたが，従来
から唱導されてきた首都移転ニ「過密解消」論の破綻がすでに明らかになった
95年10月には，経団連では首都機能の移転を“新しい国づくりに向けて構造改
革を推進する上でのシンボルプロジェクトとして位置づけ'¥かつ“都市防災，
東京一極集中是正，内需拡大の観点のみならず，中央省庁のスリム化や再編・
統合，官業の見直しなど行革を推進し，人心を一新して豊かで活力と魅力ある
日本を創造する上でも，重要なプロジェクトである"と明言して，経済構造
「改革」推進の一環として推進することを「首都機能移転の早期実現を要望す
る」と題した提言で明らかにした制。併せて，“東京圏は，首都機能が移転し
た後も経済面，文化面ともにわが国の中枢として発展を続け，より国際的，先
端的，創造的な都市として発展を遂げていくものと確信する O 首都機能の移転
の推進と同時に，東京圏の再整備に関するグランド・デザインの策定に着手す
ることも重要である"とも述べて， I五全総」に通じる開発計画を企図してい
たことも明確にした。
96年6月発表の「橋本行革ビジョン」では，“中央官庁の政策立案部門と制
度執行部門との聞に適切な距離を設けることを基本とすべきである"として，
首都移転の新方針が，国会とともに政策立案部門だけにスリム化した部門の移
転に限られたために，経団連は，同10月発表した「魅力ある日本」の中で，
“首都機能移転を推進し，新しい分権型国家システムを構築する"と呼応し，
“首都機能の移転先となる新都市の建設に着手，2010年までには新都市での第1
回国会を開催する O また，防災型の都市基盤，交通アクセス，情報通信ネット
ワークの整備を優先的に実施する"と莫大な公共事業の創出をともなう橋本
「ビジョン」に期待を表明したのである O
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ロ.新しい「全総」計画策定
97年12月，政府の国土審議会は， 1四全総J(第四次全国総合開発計画)を見直
すとして，新しい全国総合開発計画(全総)の策定作業を開始した。経団連に
対する説明では，阪神・淡路大震災を契機に“今後講ずべき施策として，危
険度や用途別の耐震基準の設定，都市圏におけるオープンスペースの確保に加
え，分散型の国土構造の構築や，金融，行政なと、のバックアップ体制の強化が
必要となろう。さらにリダンダンシーを備えた交通・通信基盤の整備も重要な
課題である"と説明し，都市開発を中心とし大規模開発の拡大を示唆した。こ
れに対して，経団連では，分散型の国土構造を実現するため，新国土軸の形成
による地域聞の連携や地域連携軸の形成による地域内交流の強化を図らなけれ
ばならず，政策的な社会資本の先行投資が不可欠であり，具体的には循環型の
高速交通体系や高度情報・通信網の整備等が求められ，加えて，地域がそれぞ
れの特性を活かした国際交流を促進し，併せて新産業を育成するための拠点づ
くりに取り組むことが重要である，と要望した。特に大規模拠点空港がその中
核的な役割を果たすものと期待され，また自然災害などへの備えとして，首都
機能の移転や分散を具体的に進める必要があるので， 1全総」計画の中で総合
的な交通基盤整備計画をつくるべきであり，大規模拠点空港の整備を地域開発，
産業振興の中心に据え，国と地方が一体となって複数の大規模拠点空港の整備
に取り組むべきであるなど，まさに，列島総開発ともいえる期待を表明した。
経団連は，これらの「全総」への期待を引き継いで， 96年7月に Ir新たな創
造のシステム』による国土・地域づくりを目指してJと題する「五全総Jに関
した「提言」を行うに至ったのであるO
ハ.経団連「新しい全国総合開発計画」の提言(制。
経団連が「提言」の“視点"としていた新しい全国総合開発計画 (1全総」
計画)は， r官から民へJ，1国から地方へ」という基本理念の下で，東京一極
集中の「是正」と地域の多様性を前提とした国土の均衡ある発展を図ること，
大競争時代の到来を踏まえ，交通インフラ(交通・情報通信な・ど)などの「高コ
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スト構造」の「是正」を図り，内外に関かれた活力のある地域づくりを推進す
ること(市場開放λ の2点であり， これに対応する要求として掲げたのは，
国土の均衡ある発展の大きな契機とする首都機能移転を前提として，国土の縦
割りを排した大胆な列島構想と東京一極集中「是正」を早急に計画・立案する
ことであった。そして，国の役割として， ，基礎的インフラのみならず，新じ
い国土軸の結節点や広域的な地域連携のボトルネックを解消するインフラなど
に公共投資の注入を要求し，また，ネットワークを活用した産業立地の推進の
ために，地域内のインフラを充実させることを提起したのである。
新しい国土軸(北東，日本海，太平洋新国土軸等)に対しては，地域が創意工
夫したプロジェクトを推進する際に，国の政策(財政)的支援を前提として，
太平洋側と日本海側との相互交流推進など，全国的な「多軸循環型ネットワー
ク」の形成を「地域連携軸」の要とし，地域が必要とするインフラについては，
地域間ネットワーク形成に不可欠な交通・情報通信インフラ，広域的なネット
ワークを円滑に形成するための国際空港・国際港湾等，地域型起業を促進する
インキュベーター，都市機能充実に資する生活関連インフラ，国際的な交流・
協力プロジェクト，大型研究開発プロジェクトなどの基地となる大規模工業団
地の整備などを求めた。この場合，地域には優先順位を明確にして，一般公共
事業費配分の抜本的見直しゃ「インフラ整備手法」を合理化する必要があると
し，新しい産業立地のあり方には，諸規制の緩和・撤廃や地方分権，地方税財
政制度の見直しなど，地域づくりの環境整備を行なって，地域における研究開
発機能の強化や創造的な「人材」の育成・活用，情報技術利用の推進などを求
めた。こうして， 96年10月に発表した「魅力ある日本」の第6章の中で「首都
機能移転を推進し，新しい分権型国家システムを構築する」と題した経団連
「五全総」プランの基礎となる「新分権型国家システム」論とも呼ぶべき「提
言」を，上記の ir新たな創造のシステム』による国土・地域づくりを目指し
て」とともに発表したのである制。次には，この「提言」について概括して
おこう。
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まず，首都機能の移転については，“首都機能移転を推進し，新しい分権型
国家システムを構築する"と明言し“行政改革・規制緩和，地方分権と一体的
に進める"と宣言したように(削，同年6月発表の「橋本行革ビジョン」に対
応した統一見解を決定するに至ったものといえる。新たな国土軸・地域連携軸
の整備と新しい都市の建設の促進については，“新たな国土軸の整備(高速交
通網，情報ネットワーク等)を推進するとともに，地域における拠点と地域全
体とを結ぶ連携軸・交流軸を整備する"とし，“公共事業の効率的運営に貢献
するとともに，計画的な都市づくりにおいて積極的な役割を果たす"と同時に
“国際線・国内線の接続機能を完備した大規模拠点空港の複数整備"を推進す
ることなどを構想した。具体的には，成田 I期工事，関西空港I期工事の推
進とともに，中部新国際空港，首都圏第三空港の建設，交通アクセスの整備と
円滑な乗り継ぎを図るなど，ほぼ7月「提言」と同じくだりだったことになるO
中央・地方行政組織を通ずる情報通信ネットワーク化の推進や，研究所・大学
のネットワーク化・データベース化，教育，医療，福祉に関する情報通信ネッ
トワークの整備なども同様であった。これらは，いずれもが橋本政権の「五全
総」に色濃く反映されていったことを銘記しておく必要があるO
2.橋本政権の列島「グランドデザイン」
イ.過去4回の「全総」
98年3月に橋本政権は，高速道路や空港を中心とした交通インフラ整備， 6 
つの海峡横断プロジェクト，エネルギー供給では原発推進などを内容とした
121世紀の国土のグランド・デザイン」を決定し (87)，各都道府県の「総合開発
計画」の指針ともした。その背景としては，地球時代，人口減少，高齢化時代，
高度情報化時代などをあげているが，要するに，“一極一軸型の国土構造から
多軸型の国土構造への転換"を長期構想とする「五全総」を提示して，グロー
ハリゼーションと多国籍企業による大競争，アジア諸国との交易関係の進展，
環境問題の激化なと、への対応を急務とする国内蓄積条件を整備していこうとい
うことにあった。事実上の「五全総」に位置づけられるので，その特質を把握
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するためにも，過去4回の「全総」について簡略に概要をみておこう。
まず， 1962年池田政権策定「旧全総(一全総)Jは，太平洋ベルト地帯に偏
在していた重化学工業の生産拠点を地方分散させるために新産業都市，工業整
備特別地域を全国21カ所に指定し，工業立地へ向けた道路，港湾，工業用水道
など，産業基盤整備を推進したが，全国的に公害・環境破壊が進行し，また，
ベルト地帯以外の工業用地も売れ残るなど，地方財政危機をもたらす結果に終
わった。
次いで， 1969年佐藤政権策定の「新全総(二全総)Jでは， 1"高度経済」成
長路線を全国的に拡大することを目標として，新幹線や高速道路のネットワー
ク，苫小牧東部(北海道)やむつ小川原(青森県)開発など，大規模プロジェ
クト中心の開発を強行し，その後，田中角栄元首相のもとでまとめられた「日
本列島改造論」と結び、ついて全国を乱開発と環境破壊，地価暴騰などの嵐で席
巻することになった。
また， 1977年福田政権策定の「三全総」は， 1"二全総」を総点検して，基本
目標を10年間と設定し，“人間居住の総合的整備"を掲げ，さらには“国土の
保全と利用"を基本課題に加え，開発方式として過疎・過密に対処する「定住
構想」を謡い文句に国民に幻想を煽ったが，産業立地政策も「二全総」を追認
しただけにすぎず，逆に過疎と過密を一層拡大させる結果を招いたのであった。
さらには， 1987年中曽根政権策定の「四全総」は，“多極分散型国土の形成"
をキャッチフレーズに展開したが，“東京圏を環太平洋地域の拠点'¥“世界の
中枢的都市"と位置づけた東京一極集中政策によって人口，企業の東京集中を
促進し，地方では，“大規模リゾート地域の整備"および“国際空港，外資拠
点港湾の整備による国際交流拠点の形成"などの構想を具体化して，東京，大
阪など大都市臨海部開発を推進し，自治体主導によるリゾート乱開発などを全
国的に拡大したために，大規模な環境破壊を招致した。さらには， ビル建設の
ための銀行の過剰融資などで土地買い占めの地上げ屋が横行するなど， 1"バブ
ル」崩壊後の深刻な不況と財政危機をもたらたしのである (88)0
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ロ.新しい「全総J( r五全総J)の策定
こうした経過を経て，98年に新しく策定された「五全総J( 121世紀の国土のグ
ランド・デザインJ)では，“一極一軸型から多軸国土構造へ"をスローガンに
して，これまでの“国土づくり"とは違ったイメージを与え，また開発方式も，
“拠点開発構想"や“大規模プロジェクト構想"とは違った“参加と連携"に
よる“多自然居住地域"，“大都市のリノベーション"，“地域連携軸"，“広
域国際交流圏"などのソフトな文言を多用して表現したが，その実態は高速道
路を中心とした道路網の整備， 6つの海峡・港湾横断プロジェクトなどが主な
内容であり，財界の期待する従来のゼネコン奉仕型の開発路線で貫徹された計
画であることには差異はなかった。
まず，その基本目標として「多軸型国土」の創造をかかげたが，その目的は，
一極・一軸型構造である第一国土軸(太平洋ベルト地帯)の「高コスト」構造=
東京一極集中から国土構造の流れを明確に転換して多軸型構造を形成し，これ
によって“21世紀の国土のグランドデザイン"実現の基礎を構築することにあっ
た。人口，企業の集中する既存の太平洋ベルト地帯を見直して“新しい国土軸
として再生"し，“二O世紀型の都市，産業文明の波に洗われることの少なかっ
た太平洋ベルト地帯から離れた地域"に 4つの国土軸(北東国土，西日本国土，
日本海国土，太平洋新国土)を設定して相互連携する「多軸型国土」構造を構築
することだったのである(第1部「国土計画の基本的考え方」第1章 121世紀の国
土のグランドデザインJ)。
次いで， 目標年次を2010年--2015年に設定し(第2章「計画の課題と戦略J) ， 
「五全総」の基本的課題を，“自立の促進と誇りの持てる地域の創造"，“国土
の安全と暮らしの安心の確保"，“恵み豊かな自然の享受と継承'¥“活力ある
経済社会の構築'¥“世界に聞かれた国土の形成"など5項目をあげ，大競争
時代における多国籍企業にとっては，特に，“活力ある経済社会の構築" (高
コスト構造の是正)および“世界に聞かれた国土の形成" (規制緩和と国内市場の
開放)こそが戦略的課題であると想定した。その開発方式としては，多自然居
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'住地域小都市，農産漁村，中山間地域などの創造，大都市のリノベーション
(大都市空間の修復，更新，有効活用)，地域連携軸(軸状に連なる地域連携のまと
まり)の展開と広域国際交流圏(世界的な交流機能を有する圏域)の形成など， 4 
つの戦略を促進することであり(第2章「計画の課題と戦略J) ，具体的には，
“高次都市機能の効率的な発揮"を目標に，三大都市圏のほか6大都市を“地
方中枢都市圏"とし，新潟，金沢・富山，岡山，熊本，那覇などを“地方中核
都市圏"として規定して，それぞれを“広域国際交流都市圏"の拠点，高次都
市機能の集積の拠点としての“中枢拠点都市"と位置づけ，相互の中枢拠点の
都市圏と4つの国土軸を高速道路と光ファイバーによる情報インフラで連結す
ると同時に，国際空港と国際港湾などの国際交流機能にこれら圏域を連結する
11日交通圏」を実現するために「高規格」幹線道路網の整備をはじめ， 1万
4千キロにも及ぶ高速道路を中心とした一大道路網を建設する，という巨大事
業の構想であった。
以上のような地域連携軸の展開と広域国際交流圏の形成は，“参加と連携に
よる国土づくり"や“国土基盤投資の計画的推進'¥さらには“制度・体制の
整備"という計画実現に向けたスローガンのもとに(第3章「計画の実現に向け
た取組J) ，“高度情報化と地球時代の到来の中で(中略)増大する国際間の人，
物，情報の円滑な流動を確保するための機能の強化が全国各地域において求め
られている"という観点から，わが国大企業の多国籍企業としての蓄積活動に
対応できる“東アジア 1日圏"とも呼べる国際交通体系を整備し，これらのア
ジアゲート，グローバルゲートにアクセスするための高速交通体系を形成して，
“新しい国土軸から世界への交流の基礎"を築くとともに，“制度・体制の整
備"というスローガンのもとに広域行政圏を目標とする市町村合併を促進して
巨大開発に対応させていこうというねらいであった。そのためには，具体的大
規模プロジェクトとして，新東京国際空港，関西国際空港の 2期事業，中部国
際空港を国際級の規模と機能を有した滑走路として整備を推進し，東京湾，大
阪湾を始め4大域に大水深で高規格な国際海上コンテナターミナルの整備を促
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進することが要請されたのでる O
このプロジェクトに対応する国内交通につては，“長距離化や高度情報化に
ともない高速性や定時性，低廉性等交通の質の高さが求められ"るとして，
“全国 1日交通圏"や“地域半日交通圏"などが可能とするような“国土を縦
貫あるいは横断じ，全国の主要都市聞を連結する14，000kmの高規格幹線道路
網とこれを補完し地域相互の交流促進等の役割を担う地域高規格道路が一体と
なった規格の高い自動車交通網，並びに大都市圏，地方中枢都市圏及び主要な
地方中核都市を結ぶ高速鉄道網により，国土の骨格となる基幹的な高速陸上交
通網の形成を必要する，いうのであった。また，同時に，広域的な連携の軸と
なる幹線鉄道の高速化を一層推進し，整備新幹線など， 21世紀の「革新J的高
速鉄道システムの早期実現を目指す必要を強調したのである。
さらには，“湾口部，海峡部等を連絡するプロジェクトについては，長期的
視点からの調査の推進，計画の推進等熟度に応じた取組を進める"として，太
平洋新国土に伊勢湾口道路，紀淡連絡道路，豊予海峡道路，島原・天草・長島
架橋など6つの海峡と西日本国土に東京湾口道路， 日本海国土に関門海峡道路
など湾口横断プロジェクトなどの推進を軸に，基本的には高速道路を中心とし
た道路網の建設， 6つの海峡・湾口横断プロジェクト(6本の海峡道路で推定10
兆円以上)によって伊勢湾口道路の約60キロ，東京湾口道路の約15キロ，豊予
海峡道路の約1キロなど“世界一"のオンパレード(世界最長の橋=明石海峡大
橋で1.99キロ)で貫通させ， さらには，地域連携軸の展開と広域国際交流圏の
形成の促進のために，光ファイバー網などの全国的整備を進めて情報通信体系
を整備し，新しい国土軸が国内外と直結する基盤を築く，という巨大プロジェ
クトだったのである(第2部第5章交通，情報通信体系の整備に関する施策第l
節交通体系の整備第2節情報通信体系の整備)(89~ 。
3. r五全総」の実像
その実像は，アメリカの圧力によって630兆円に膨張した「公共投資基本計
画」に対応して道路，治水，住宅，下水道など各種公共事業長期計画を決定し，
-68 (252) -
さらに「全総j(国土づくりの指針)に結び、つけて地方自治体に大規模投資を促
進させるなど，ゼネコン型事業をいっそう拡大させ，ムダと浪費の典型となっ
ている巨額の赤字財政で破綻の「苫小牧東部」や「むつ小川原開発計画」をも
条件付きで包含して強行するという，実に破局型の巨大プロジェクトでもあっ
た (90)O
首都機能移転と関連した中央官庁の再編計画については，“中央官庁の政策
立案部門と制度執行部門との聞に適切な距離を設けることを基本とすべきであ
る“とした「橋本行革ビジョンj(96年6月発表)に沿って，移転する場合，省
庁の権限を分離し，政府機関すべて移転で、はなく国会とともに政策立案部門だ
けにスリム化して移転することを新方針とした。 92年の国土庁による首都移転
に関する「とりまとめ」よると，“新首都と他地域とを連結する道路・鉄道・
空港等の整備"などがあげられており，スリム化した移転といえども，新首都
の建設，移転，それに加えて東京をはじめ各地と連結する交通網の建設など，
計り知れない巨額の費用を要することともに，首都移転を大義名分にした移転
先の森林，原野を乱開発していくことが必至であった (91)O
「五全総」では，巨大開発による環境破壊，地球温暖化や飛行機の飛ばない
農道空港など有害でムダな公共事業が推進されることになり，環境保全， リサ
イクル，公共事業の住民参加など指摘があるが(第2章)，具体的方針が皆無
であるところにも特徴があった。さらに，各論で展開されているのは，従来型
の公共事業の推進でしかなく，東京湾をはじめ全国に 6本もの新たな橋をかけ
る大型プロジョクトであるにもかかわらず，投資総額も財政的裏付けも明示さ
れず，投資の重点化，効率化の方向だけが示されていたにすぎなかった。「四
全総」で最大の懸案だった東京一極集中問題は棚上げされ，“四つの国土軸"
構想への転換によって“現在の国土構想のゆがみを直し，国土の均衡ある発展
を図る"などと空想していたが，現実は，一層の過疎と過密が全国的に拡大し
たのである。かつて， I全総J計画で推進された「むつ小川原j，I苫小牧東部」
などの大規模プロジェクトは無惨な失敗に終わり，長良川河口堰や諌早湾開発
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が政府主導でいかに自然を破壊したかは現状が証明している O
⑤ 景気テコ入れ策と橋本政権の崩壊
1.企業倒産の激増と「総合経済対策」
「五全総」の策定と時期的に併行した98年5月に日本興業銀行と野村議券が
金融派生商品や投資信託での業務提携を発表し， 6月にはトラベラーズ・グルー
プが日興護券の筆頭株主となる資本提携で両社が合意するなど，巨大金融機関
同士のの再編が続く中で，同6月に，金融システム「改革」を一体的に促進す
る上での中核的な法である金融システム「改革」法が成立した(問。その直後
には，大蔵省の金融検査監督部門を分離・独立させて金融監督庁も発足してい
るO
こうした金融再編が進行する中で，一方では， 24年ぶりのマイナス成長や
3.9%という過去最高の失業率，さらには空前の倒産が進行した。統計上の数
字によっても，生活実感からしても橋本政権の失敗は明らかとなり，内閣支持
率は極度に低下しはじめた。
倒産件数については， I帝国データバンク」によると側，98年上半期(1 -
6月)の全国企業倒産件数(負債総額1，000万円以上)が10，173件(前年同期比29.5
%増で84年以来14年ぶり l万件突破)で戦後最悪となり，負債総額も 6兆9，333億
円(同前年比8.8%増)となった。倒産の主要要因は， 10，173件 (100.0%)のう
ち，販売不振5，797件 (57.0%)，輸出不振・売掛金回収難・不良債権の累積・
業界不振1，355件 (13.3%)，その他3，021件 (29.7%)であり， I貸し渋り」倒
産(負債総額1，000万円以上)では，98年上半期402件で集計開始の97年 1月以来
最高となっていた。 98年4月のG7 (ワシントンで開催)声明でも， 日本に対
する内需拡大策がもとめられるに至った。
かくて，同4月に従来型公共事業を柱とした16兆6，000億円の「総合経済対
策」が発表されたが，その要旨は，社会資本整備や減税による内需拡大策の実
施と不良債権処理の促進を柱として，国と地方の減税や社会資本整備の財政負
担合計12兆円程度，総事業費は16兆円超と過去最大の規模とするものであった。
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対策の内容としては社会資本の整備について，国・地方あわせて総額7兆
7，000億円程度，環境・新エネルギー特別対策事業として 1兆6，000億円程度，
情報通信高度化・科学技術振興特別対策事業として l兆円程度，少子・高齢化
の急速な進展等を踏まえ，福祉・医療・教育特別対策事業として 1兆円程度の
各事業を実施するものであったが，地方単独事業についても， 1兆5000億円程
度の事業費の追加を要請することにしていた。
諸事業のうち，公共事業やPFI(とくに社会資本整備)，住宅投資などの促進
があげられ，所得税・個人住民税については，特別減税の追加・継続(合計4
兆円)，所得税・個人住民税について，すでに 2兆円特別減税実施ズミで，さ
らに 2兆円の追加実施とした。また，法人課税については早期実施を明言し，
国・地方を合わせた総合的な税率を国際的な水準並みにすることを検討課題と
した。さらには，ベンチャー企業育成や中小企業等を支援，雇用対策，資金供
給システムの「変革」などが掲げられ，新規企業や新規事業への多様な資金供
給?土地・債権の流動化と土地の有効利用など， 2兆3，000億円の事業を実施す
るとし，併せて，債権債務関係の迅速・円滑な処理，土地の整形・集約化と都
市再開発の促進や都市再構築のための新たな土地需要を創出していくなど，の
総合的な緊急対策であり，バラ撒き型の公共事業を中心としていたといえるO
しかも，金融機関などの不良債権の担保不動産を公的資金で買上げる構想で
あり，また，株価対策をねらいとする大企業の自社株買いに対する規制緩和な
ど，国民の冷え切った消費意欲を市場に呼び戻すには僅かな減税では到底無理
な対策であった。事実，対策が発表された直後に株価も為替も下落し，不況対
策に効果が薄かったことを明白にした。橋本退陣こそが“最大の景気対策'¥
“経済再生の前提"とまで語られる始末となったのである。
2.景気悪化と橋本政権の崩壊
これだけ大規模な景気対策を発表して，株価も為替も値下がりするというの
は過去に例のない異常事態であり，それだけ橋本政権への失望感が強かったこ
とになる。橋本政権は財政構造「改革」を最大の課題として，赤字解消を達成
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するために特別減税打ち切り，消費税率を5%に引き上げ，大企業のリストラ
や雇用情勢の悪化を招致し，医療費負担を抑制して，あらゆるツケを国民に転
嫁する手法を採ってきたが，それに追い討ちをかけた金融システム不安に対し
ても，ただ公的資金を投入して銀行を救済することに終始した。総務庁発表の
家計調査 (5月1日)で97年度の消費支出が過去最高の2.1%減となり，総務
庁発表の 4月の完全失業率も過去最高の4.1%を記録した。不況が深刻化する
中で，企業倒産やリストラ「合理化」などによる「非自発的」離職者が急増し，
7月1日発表の東京証券取引所「上場企業決算のまとめ」では，“各社の来年
三月期の見通しをみると，減収増益(売上が減っても利益が増加)を予測する企
業が多くなっている。リストラによる経費圧縮を読み込んだ見通しといえる?
と分析するに至った。
表2-15の主要企業427社の内部留保と従業員数の動向をみると， 1992年から99
年までの特徴として，内部留保の指数が100から109に増加しているのに対して，
従業員数は100から87に減少している。 98年7月の東京証券取引所「上場企業
決算のまとめ」で，“リストラによる経費圧縮を読み込んだ見通し"と分析し
たように，金業倒産の激増の中で， 1"優良」企業のリストラによる収益拡大の
結果であった。こうした経済情勢と併行して，男性の自殺者 (22，380人)が女
性の自殺者 (9，396人)を大きく上まわり， 40，.60代を中心 (14，014人・ 63%)
に急増して，平均寿命を押し下げた。 1日87人の自殺者がでていた勘定になり
(表2-16参照)，実に， 日本列島が， 自殺者だけでも太平洋戦争末期空爆下で
の死者を凌ぐ勢いとなったのであるO
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表2-15 主要企業427社の内部留保と従業員数
~ 従業員数(人) 内部留保額(億円)実数指数 実 額 指数
1992年 3，520，513 100 ~00 ， 498 100 
1993 3，567，338 101 919，797 102 
1994 3，533，519 100 930，183 103 
1995 3，451，680 98 942，792 105 
1996 3，348，087 95 922，299 102 
1997 3，262，342 93 965，536 107 
1998 3，149，194 89 942，530 105 
1999 3，066，034 87 980，18 
2000 2，734，785 78 1，023，352 114 
全労連『検証・大企業の内部留保j).(2001年版) 6頁図lより作成
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「ワールド・ウォッチャーJ(98年 3月31日号)に，“ここのところ，毎日の
ように米主要紙に出ている日本の橋本政権，自民党の経済政策，財政政策への
批判，非難，失望，落胆，詰責を見ていると，これだけ米国の政治的リーダー，
財務長官， 1 MF専務理事，長老政治家(マンスフィールド氏も最近コメントして
いる)やリーディング世論機関，コメンテーターなど，すべてから集中砲火を
浴びせられながら，よくも政府が倒れないでおれるものだと，不思議の感もあ
る。(中略)公金を投じての銀行の資本強化策，更には 16~包円の景気対策，初
めのうちは財政改革法に抵触しないよう，赤字国債と名のつかない建設国債な
どで賄える公共投資，それで株価の吊り上げが利かないとなると，口先介入だ
けでの恒久減税3--5兆円という声がやっと出てくるが，これも本質は分から
ない。まったく国民や世間を甘く見下した下手な手品師のまやかし芸としか見
えなし、。それで，景気はどんどん悪化し，失業は増え，中小企業主の自殺者が
相次いでも，政権は倒れない。選挙をやれば，これがことごとく，腐敗官僚と
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馴れ合いで政権担当の責任感など，まるで見えない自民党の勝利となる O "と
いう記事に象徴されるように， 98年 7月参院選挙で自民党は惨敗し，橋本政権
は遂に崩壊した例。
〔注〕
( 1 )沖縄問題では，国道越え実弾射撃訓練の移転や普天間基地の返還などでアメリカと合意
したものの，本土の5つの演習場への移転や名護市キャンプシュワブ、沖への移設など，結
局は新たな「基地転がし」にすぎないものであった(五十嵐仁「橋本内閣とはどういう政
権なのかJ/~賃金と社会保障~ 98年5月下旬号参照)
( 2 )経団連斉藤裕評議員会議長 「わが国の進むべき道を示し，その実現を目指すことこそ
経団連の責務J(経団連データ)。以下，断りのない限り，経団連関係はすべて「経団連デー
タ」による。
( 3 )豊田会長らは“本年は， 21世紀に向けて政治・行政・経済全般にわたって果敢に構造
改革を進め，政治に対する国民の信頼と期待を取り戻す年とすべきである。与党第一党の
党首が総理に就任されたので，整合性，一貫性のある政策が適時，適切に展開されること
を期待する。 外交面では，首脳外交を積極的に展開し，世界の期待に沿うべく，諸問題
の解決のためにリーダーシップを発揮するよう望む。当面の重要課題として，平成8年度
予算の早期成立，行政改革委員会の提言を最大限尊重した規制緩和推進計画の改定，金融
行政の見直し，税制改革，首都機能移転，科学技術振興等を積極的に推進すべきである"
と要求した (1996年1月16日経団連意見書「橋本内閣に期待する」
(4) 1996年6月18日自由民主党行政改革推進本部「橋本行革の基本方向についてJo1996年1
月臨時国会における橋本首相のの所信表明演説ともほとんど同じ内容であった。
( 5) 1997年経団連会長の年頭メッセージ「構造改革元年，経済界自ら改革に全力で取り組む」
( 6) 1998年12月15日経団連「産業競争力強化に向けた提言」および渡辺治・徳重昌志・山科
三郎「橋本「改革』と民主主義J(~経済~ 1997年6月号)参照。
( 7 )経済情勢研究会 197年の日本経済をどうみるかJ(~経済~ 1997年2月号42-43頁)
(8) 96年版『防衛白書』および『政治経済総覧~ 1996年版646頁表V-4-3
(9) 1日本経済新聞J(94年7月14日付・同7月13日付・同10月7日付)
(10) 中山徹『ゼネコン危機の先を読む~ 67-69頁，同『地域経済は再生できるか~ 54-61頁
参照。また，本論I (1)② 16大「改革』の手法とねらし、J1， 1財政改革と97年度予算」
参照
(11)岩波ー寛「財政破綻と公共事業J(~経済~ 1997年3月号43-46頁参照
(12) 1日本経済新聞J94年10月8日付
(13) 1経団連くりつぶJNo.37 ( 1996年 7月25日)
(14) 中山徹『地域経済は再生できるか~ 42頁の図2-2参照
(15) 日本総合研究所「原点回帰が求められる橋本行革~行政改革が志向すべき3つのベクト
ル-J (J apan Research R巴view1998年1月号)
(16) 1経団連くりつぶ JNo.83 (1998年7月23日)
(17) 1経団連くりつぷJNo.87 (1998年 10月8日)
(18)新首都移転にともなう経済的・政治的問題については，本論I (1)の② 16大、『改革』
の手法とねらL、」の2，1行政『改革』と省庁再編」の項および (1の)④「列島『グラン
ドデザイン』と五全総の策定」の項を参照。
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(19)一般歳出の中の「公共事業J(8兆6，162億円)に， 1社会資本整備特別措置法」に基づ
き1991年度まで貸付を受けて実施されていた公共的建設事業のうち，当面，当該株式の売
払収入以外の財源をもって行うこととした金額 (1兆 1，285億円)を加えた一般会計全体
における「公共事業関係費」は， 9兆7.447億円であった。これに地方自治体と公団どの
公共事業を加えて47兆2，613億円となったが(概ね国10兆円，地方自治体30兆円，公団な
ど10兆円)，社会保障費は21兆9，882億円で，概ね公共事業50兆円，社会保障費20兆円の割
合であったことになる。尚，社会保障費は，社会保障給付のための公的負担(国民，企業
の負担する保険料など除いた部分)であり，厚生労働省の国立社会保障・人口問題研究所
の発表『社会保障給付費』の中に「社会保障財源の項目別推移」が掲載され“公費負担"
と掲示されて，最新のデータでは1998年度21兆9，882億円である。 公共事業費は，国の一
般会計と特別会計，地方自治体の公共事業費，公団や地方公営企業などの事業費であり，
総務省作成『行政投資実績』の最新データでは1997年度45兆8，379億円である (1998年度
の行政投資額については，総務庁から直接の聞き取りによる)。
(20)建設省「公共事業着工統計J(2000年度からは国土交通省「受注動態統計書」に改称)
(21) 1日本経済新聞J(94年10月8日付)
(22) 1中小企業者に関する国等の契約の方針J(6月30日閣議決定)01工事用とする中小企業
政策J/ 1取引適正化官公需施策等の推進J(~中小企業白書~)参照
(23) 98年度中小企業庁『中小企業白書~ (付属統計資料7表)
(24)山口二郎「日本社会党の命運を憂うJ(1朝日新聞・論壇J5月31日付)， 1新党よりまず
政治家改革J(1日本経済新聞・リレー討論J6月18日付)参照
(25) 1995年度3月決算での大銀行赤字決算の言い分は，政府の別表 全国銀行の内部留保
「住専」処理策による母体行の3~1s5千億円負担 (1住専」へ・
の債権を全額放棄)した， というものであった。しかし，
実際は「住専」処理や自らの不良債権処理を1年間のもうけ
だけで対応するから，莫大な内部留保(剰余金，準備金，
引当金の三つを合計した自己資金やバブル崩壊後も超低金
利政策による庶民の預金利息を吸い上げた分)を若干取り 都銀，地銀，信拓銀，長信銀
崩せば赤字決算とはならなかったのである。 など全銀協。
全国銀行『財務諸表分析』各
年版各年3月
(26)前掲 (3)と同資料。 96年1月22日経団連「橋本内閣に期待する」
(27) 96年1月22日経団連意見書「純粋持株会社の全面解禁を求める」。尚，本論②41金融シ
ステム『改革』と金融再編策」参照のこと。
(28)前掲 (2)と同資料・経団連斉藤裕評議員会議長「わが国の進むべき道を示し，その実現
を目指すことこそ経団連の責務」
(29) 121世紀への展望開けるかJ(1琉球日報J1997年9月12日付。 96年10月総選挙の結果は
自民党の復調であり，野党の細分化であった。この選挙で，自民党は211議席から239議席
へと28議席増やし，第二党だった新進党は160議席から156議席に減少した。総議席は516
議席から500議席に減ったので，自民党の比重(議席率)は，40.9%から47.8%へと約7ポ
イント増大した。これに対して，新進党の比重は，31.3%から31.2%へとO.1ポイント減少
した。明らかに両者の差は開いたのであり，政党制は「二大政党」状況から「自民党一強」
状況へと変化したのである(五十嵐仁『政党政治と労働組合運動~戦後日本の到達点と二
一世紀への課題』第一部第二章参照)。
(30) 1997年1月経団連「構造改革元年，経済界自ら改革に全力で取り組む」
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(31)橋本内閣の下でも，政界再編は進行した。 96年1月の橋本内閣発足時には，新社会党が
結成され，社会党は社会民主党になった。何年10月の総選挙直前に民主党が発足し，年末
には新進党の小分裂によって太陽党が結成された。 97年末から98年にかけては，新進党が
解党し，自由党，新党友愛，国民の声，改革クラブ，新党平和，繋明クラブの6党が結成
され，さらに大きな再編が進行した。その後も再編は続き，民政党の結成や統一会派・民
友連の発足を経て，4月には民友連を母体に新しい民主党が成立した(前掲五十嵐仁『政党
政治と労働組合運動~戦後日本の到達点と二一世紀への課題』特に第一部第二章参照)。
(32)橋本内閣「変革と創造-6つの改革-J (行政改革会議)
(33) 1996年3月経団連(税制委員会)1税財政改革のあり方と法人税負担の軽減を提言」。
1996年7月経済同友会も代表幹事牛尾治朗名で 197年度予算編成ならびに税制改正につい
ての意見」を提出して，予算編成について(1)既存歳出に対して「削減目標」を設定する
こと， (2)補正予算を前提としない予算編成とすること，さらに税制改正について， (1)消
費税率引き上げは歳出削減を前提とすること， (2)個人所得税・住民税減税を制度化して
継続すること， (3)法人課税の軽減を実施すること，などを要求した。
(34)大蔵省『財政金融統計月報』。法人事業税は固定資産税などと同じコストに参入される
べき性格のものである。
(35) 1財政構造改革白書」は，国家財政を家計にたとえて，次のように述べている。 “平成
8年当初予算の税収，税外収入を合わせると 54.1兆円となり，これを年収541万円の家計
であるとする(国税庁の調査によると，平成6年の男子給与所得者の平均収入は 560万円)。
このうち， 5.2ヶ月分をボーナスとすると， 1ヶ月の月収は約 31万4千円である。ボーナス
時も通常の月給と同率で田舎への仕送り〈地方交付税交付金)や住宅ローンなどの返済
(国債費)として，月々の収支を計算すると以下のようになる"として家計収支を示して
みせ， “すでにローンは 3，197万円 (319.7兆円の長期政府債務残高)に達しているのに，
月々，借金は増加していくことになる。ちなみにこのローンは過去5年間に 1，109万円も
増えている"と脅しをかけている。だが，家計では，国家財政のようなムダな公共事業費
の浪費を賄うためのローンなどはない。
(36) 1996年7月の財政審「財政構造改革白書Jの提案以降は，96年 12月橋本政権「財政健全
化目標について」閣議決定， 97年 1月橋本首相を議長とする財政構造改革会議の発足，同
年3月財政構造改革会議「財政構造改革五原則」の提示，同年6月財政構造改革会議「財
政構造改革の推進方策」の閣議決定，同年11月「財政構造改革の推進に関する特別措置法」
の可決・成立，予算編成という手順で進行。
(37)鷲見友好 Ir財政構造改革』と97年度予算経済J(r経済JI1997年4月号)
(38)概要は (1998年度をA，2000年までの集中改革3年間をB)，まず，社会保障関係費で
はAについて約 8，000億円超自然増を 5，000億円を上回る削減を行い， Bについては，対
前年度伸率を高齢者数の増によるやむを得ない影響分(全体の2%程度)以下に抑制する，
とした。公共投資予算では， Aについては対9年度比7%マイナスの額を上回らないこと
とし， Bについては，各年度その水準の引下げを図るとした。さらに文教予算では， Aに
ついては国立学校特別会計へ繰入や私学助成を思い切って抑制し， Bについては経常費助
成を対前年度同額以下に抑制するなどして助成総額を“厳しく"抑制するとした。防衛関
係費についても， Aでは97年度と同額以下に抑制し， Bについては対前年度同額以下に抑'
制するとしていた。以下， ODA予算，主要食糧関係費，科学技術振興費，エネルギ一対
策費，中小企業対策費，地方財政計画→般歳出，補助金など概ね同様の方針としている。
(39)前掲鷲見友好論文および国及び地方の財政収支については，大蔵省「財政統計」・自治
省「地方財政統計」など参照
(40)前掲鷲見友好論文37頁表2参照
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(41) I特集日本経済 悪循環の構造」第2部「脱出策は予算見直ししかないJ( rエコノミス
トj1997年2月25日号)参照
(42) 1996年6月18日自由民主党行政改革推進本部「橋本行革の基本方向について」
(43) 1995年7月経団連での挨拶「魅力ある日本をつくるための経済構造改革の推進をJ0 95 
年 1月経団連提言「首都機能移転の早期実現を要望する」の中でも“首都機能移転は構
造改革の一環として内外から期待の大きい内需主導型経済成長の一助ともなりうる"と明
け透けに述べている。
(44) 1995年10月経団連(首都移転部会)I首都機能移転をめぐる最近の動き」
(45)十 1996年10月経団連「魅力ある日本」 第6章「新日本創造プログラム 2010(アクション
21)の推進」
(46)新首都移転にともなう経済的問題については，本論I (1)④「列島『グランドデザイ
ン』と『五全総』の策定」の項を参照。
(47) I国会等の移転に関する法律の一部改正」のについては， “前文 阪神・淡路大震災の
教訓を記述するとともに，国会等の移転を目指して，その具体化の推進のために積極的な
検討を行うべきことを明らかにし，そのための国の責務，基本指針，移転先候補地の選定
体制等について定めることとする。 第1章総則(第1条関係)国は，国会並びにその活動
に関連する行政に関する機能及び司法に関する機能のうち中枢的なもの(以下「国会等」
という。)の東京圏以外の地域への移転の具体化に向けて積極的な検討を行う責務を有す
ることとする" と規定されているが，その前後についての経緯は， 1990年1月「衆参両
院において国会等の移転に関する決議J，1992年12月「国会等の移転に関する法律J(議員
立法)公布・施行， 1996年6月「国会等の移転に関する法律J一部改正，同法に基づき移
転先の選定にあたる「国会等移転審議会」設置， 1998年1月「国会等移転審議会」が移転
先選定のための属地的調査(地域ごとの詳細な調査)を行う調査対象地域を設定， 1999年
12月「国会等移転審議会」が内閣総理大臣に移転先候補地を答申，といった動きを示した。
(48)イギリス(ロンドン)，フランス(パリ)， ドイツ(ベルリン)，イタリア(ローマ)に
対して，カナダの首都オタワ(オンタリオ州)はカナダの二大勢力であるイギリス系とフ
ランス系居住地のほぼ中間に位置することから決定されている。また，アメリカの首都が
ワシントンであることについては，建国当初人口約4万人で国際的港町として活気のあっ
たニューヨークが首都に定めらたのに対して，新しい共和国の首都と考える人は少なく，
その上，南北にのびた連邦制国家としては北に偏っていたために， 1790年に連邦議会は
新首都建設の場所をもっと南のポトマック湖畔に定め，大統領ワシントンがメリーランド
とヴァージニアにわたる 10マイル平方の土地を指定して「コロンビア特別地区」と名づ
けたが，ワシントンとコロンブスの二人の業績が称えられて「ワシントン」と呼ばれるよ
うになったことに由来する。
(49) I国公労新聞J991号 (98年6月21日付)0I中央省庁再編法J( I行革基本法案J)の正
式名は「中央省庁等改革基本法」
(50) 1997年に教員養成系大学・学部の学生定員 5，000人削減計画や「大学教員等の任期に
関する法律」の制定が強行される状況の下で，行政改革会議は，文部省に対するヒアリン
グで国立大学の民営化，地方移管を要請した。しかし，文部省はこれに反対し，学長のリー
ダーシップの強化や学外者の意見聴取などを提案した。行政改革会議は提案を一度は見送っ
たが，のち再浮上させ，国立大学の民営化，地方移管，エイジェンシー(独立行政法人)
化についての審議を決定し，同年 10月に東大，京大の独法化案を提示した。しかし，東
大，京大の両総長は「独法化」に反対の見解を表明し，町村文部大臣も国立大学「独法化」
に反対した。国大協常任理事会も“国立大学の独立行政法人化はふさわしくない"との見
解を表明したために，行政改革会議も国立大学の「独法化」は， “現時点では早急に結論
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を急ぐべきではない"との取りまとめを行っている。同 1月の国大協第 101回総会は
「国立大学の独立行政法人化反対の声明」を発表し.12月の行政改革会議の最終報告では，
“国立大学の独立行政法人化は，大学改革方策の一つの選択肢になり得る可能性を有して
いるが，これについては，大学の自主性を尊重しつつ，研究・教育の質的向上を図るとい
う長期的視野に立った検討を行うべきである"と述べると同時に，公務員 10%削減を提
起するに至った(琉球大学教授職員会・ 1999年度専門委員会「独立行政法人化問題の部・
中間報告」参照)。
(51) r行革基本法を強行採決J( r国公労新聞J991号98年6月21日付)
(52) 96年経団連第58固定時総会での豊田会長「挨拶J.96年10月経団連「魅力ある日本」
(53) 96年12月閣議決定「経済構造の変革と創造のためのプログラム」および97年5月閣議決
定「経済構造の変革と創造のための行動計画」
(54) 98年2月経団連「わが国の構造改革と景気回復に資する追加的経済対策を要望する」
(55) 96年1月22日経団連意見書「純粋持株会社の全面解禁を求める」
(56)持株会社解禁に関する公正取引委員会(独占禁止法第4章改正問題研究会)r中間報告書」
参照
(57) 96年3月経団連「持株会社の解禁で経済に活力を~より柔軟な企業組織の形成が可能に
(58)正式名「持株会社の設立等の禁止の解除に伴う金融関係法律の整備等に関する法律」お
よび「銀行持株会社の創設のための銀行等に係る合併手続の特例等に関する法律」
ぐ59)有価証券取引税・取引所税は，金融システム「改革」の進展状況や市場動向などをみて
見直し，株式など譲渡益課税の「適正」化とあわせて廃止するとした (99年4月廃止)
(60) 98年3月に金融持株会社整備法が施行され.99年4月には大和証券，同7月にNTTが持株
会社となり，次いで.2000年9月には共同持株会社(みポほフィナンシャル)が設立された。
(61)大蔵省(金融企画局) r我が国金融システムの改革~2001年東京市場の再生に向けて~J
(62)ニッセイ基礎研究所「第二フェーズに入る金融ビッグパン」
(63) 97年6月保険審議会「保険業の在り方の見直しについて~金融システム改革の一環とし
て」
(64) 96年8月経団連(財政制度委員会社会保障制度専門部会)r高齢者介護のあり方について
検討J( r経団連くりつぶJNo.39・1996年 9月 12日)
(65) 96年10月経団連「健保組合財政は悪化の一途~老人保健制度の改革が不可欠~J ( r経
団連くりつぶJNo.43・1996年10月13日)
(66)経団連「国民の信頼が得られる医療保障制度の再構築J( r経団連くりつぶJ No.44 
(1996年 1月28日)
(67) 96年3月経団連提言「創造的な人材の育成に向けて~求められる教育改革と企業の行動
~J 
(68) 96年10月 経団連「魅力ある日本」第2部「我々が目指す日本の未来」第4章「創造性を
引き出す人材育成システムを確立する」
(69) 1996年6月18日自由民主党行政改革推進本部「橋本行革の基本方向について」。同推進本
部の「橋本行革ビジョン」の基本認識も，国際社会・経済でも，大競争時代(メガ・コン
ペティション)の到来と超高齢社会とに備えて効率的でスリムな政府を作りあげ，活力あ
る日本を可能とする社会・経済構造の構築に取り組むために価値観とシステムの歴史的な
転換を図る，という内容に要約することができる。
(70) “学生が在学中に自らの専攻，将来のキャリアに関連した就業体験を行うこと"とされ
るインターンシップは.97年5月閣議決定の「経済構造の変革と創造のための行動計画」
の中で， “インターンシップ(教育の一貫として行われる学生の企業研修〕についての支
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援やベンチャービジネスを担う人材を育成するためのカリキュラムの充実などにより創造
力とチャレンジ精神をもった人材を育成します"とした経済構造「改革」における企業向
け「人材」育成と一体化された教育「改革」の一環であった。
(71)中教審答申を受けて文部省は， 1997年8月5日に「改訂版・教育改革プログラム」をつく
りなおし 文部省は， 1998年度から「中高一貫校」の実践研究として，同ーの設置者が中・
高校を併設， 6年制中等学校の新設，既存の市町村立中学校と都道府県立高校を入試なしで
接続，という 3類型を想定して自治体の選択で実施(各県3--4校)できるとした。
(72) 85年3月経連調査協議会 r21世紀にむけて教育を考える』第3章「創造性の開発と勤勉
牲の維持拡大」参照。 “天才は意識的に開発できないから，その芽をつみとることのない
ような環境が必要"であり，“これからの教育が取り組むべき謀題は，主として才能型の
創造性の開発である"と宣言して“日本的集団マラソン型の競争は，偏差値人間型の能才
を生み出す。この欠陥を是正するために，競争の多様化，あるいは「棲み分け」型の競争
を導入することが必要であり，具体的には学力以外のものを基準とする選抜方法の併用，
学校制度の「複線化」が必要である"と断定する。
(73) r新しい学力観」とは，臨教審答申および87年の教育課程審議会答申で示され， 89年
「改訂学習指導要領」で採用された「教育j論であるが，共通学力や定型的な知識・技能
を重視する傾向にあった従来の学力観とは異なり，新学力観では，変化に対応できる能力，
個性化された能力が重視されることを特徴とした。
(74) r創造的発展への基礎固め」と題した r98年度年次経済報告』参照
(75) r東京新聞J(98年4月22日付)
(76) r朝日新聞J(98年4月27日付)。朝日新聞の調査では，橋本政権支持率は28%とさらに低
率であった。
(77)経団連「金融安定化のための財政資金の導入をもとめるJ( r経団連くりつぷJNo.68・
1997年12月1日)。経団連は， 95年7月にも不良債権処理のための公的資金の導入を提言
している。
(78)帝国データパンク「全国企業倒産集計」および「倒産の主要ポイント」
(79) r日本経済新聞J(1997年1月5日付)
(80)正式名は「金融機能の安金定化のための緊急措置に関する法律J(1998年2月18日公布・
1998年2月18日施行)
(81)預金保険料について， 日本総合研究所は，預金保険料の引き上げは採るべきではないと
いう立場から“アメリカの95%の金融機関は預金保険料はゼロであり，既に両者の競争条
件には著しい格差が生じている"とし，また“現行預金保険料は96年度より7倍に引き上
げられ，アメリカのピーク時の負担(業務純益に占める預金保険料の割合)に近い水準ま
で膨れている" (r金融システムのメルトダウン回避に向けてJJapan Research Review 
1998年.1月号)としていたが，実際の預金保険料負担の日米比較は，利益に対する保険
料負担率で，アメリカ8%，日本の場合，全国銀行で5.2%，大手銀行ほど低く3.8%であっ
た(r預金保険機構年報.]， r全国銀行財務諸表分析.])02001年度の一般保険料率は0.048
%，特別保険料率は0.036%と，いずれも98年度段階の0.084%，同アメリカ0.254%からも
低率化している(預金保険機構の報告)。
(82) 2法案成立直後の2月16日に，東京三菱銀行と住友銀行も金融検査官接待で大蔵省汚職に
関与していたことが発覚したのを契機として，都市銀行10中6行が関与していたことも判
明した。 12日参院財政・金融委員会で岸暁東京・三菱銀行頭取は，自分自身で大蔵省幹部
を接待したことを認めた。以上の国会での質疑・応答については， r朝日新聞Jr毎日新聞」
「日本経済新聞」などによる。汚職・庸敗まみれの大蔵省と，銀行・証券など金融業界と
巨額の献金で癒着した政権政党との共同で構築した政策こそ，公的資金30兆円の銀行支援
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策だったことになる。
(83) 1金融再編をめぐる主な動きJ( 1朝日新聞J98年12月31日付)
(84) [注](43)と同資料
(85) 96年7月経団連 Ir新たな創造のシステム』による国土・地域づくりを目指してJ(新し
い全国総合開発計画に関する提言「経団連くりつぶJNO.37・1996年 7月25日)
(86) 96年10月経団連「魅力ある日本」 第6章「新日本創造プログラム 2010(アクション 21)
の推進J/T首都機能移転を推進し，新しい分権型国家システムを構築するJo1魅力ある
日本Jでは， 1規制の撤廃，不透明な行政指導の排除により『脱規制社会』を構築する」
「行政改革，税財政改革を推進し，透明で小さく効率的な政府を実現するJ1首都機能移転
を推進し，新しい分権型国家システムを構築する」など 10項目の改革を中心とする「新
日本創造プログラム 2010(アクション 21)Jを策定し， 2010年までに優先的に推進する
ことを提案している。
(87) 121世紀の国土のグランド・デザインJ(国土交通省国土計画局)01五全総」とは呼ば
ずに， 121世紀の国土のグランドデザイン」あるいは「新・全総計画」などと呼んでいる。
(88)宮本憲一『地域開発はこれでよいかJ]，藤田武夫『日本地方財政の歴史と課題J]，中山徹
『行政の不良資産J]， 1特集 問われる公共事業J( r経済J]1997年3月号)など参照
(89)第3部「地域別整備の基本方向」では， 1.北海道地域， 2.東北地域， 3.関東地域， 4.中
部地域， 5.北陸地域， 6.近畿地域， 7.中園地域， 8.四園地域， 9.九州地域， 10.沖縄地
域， 11.豪雪・離島・半島地域，などに対する指針が示されている。
(90) 1五全総」策定で最後まで調整が手間取ったのは， 1むつ小川原開発」と北海道の「苫
小牧東部開発」計画であり，どちらも巨大な赤字を抱え，これまでの「全総」計画失敗の
象徴でもあったからである。しかし，政府は「五全総」において，この2つの巨大プロジェ
クトの根本的見直しもせず， 1開発などの検討を行う」などを条件に縦続の方針を示した。
たとえば「むつ小川原開発」計画は， 97年末の借入金が前年度より98億円増加して 2，278
億円に拡大したように破綻が明らかで、あったが，政府・財界はこの土地の利用を中止しよ
うとはしなかったのである (K15全総とむつ小川原開発J/ r核燃問題情報J]1998年6月
1日号)。
(91)新首都移転にともなう政治的問題については，本論n(1)の② 16大『改革』の手法と
ねらL、」の2，1行政『改革』と省庁再編」の項を参照。また，国会とともに政策立案部門
だけにスリム化して移転することを新方針として採用するに至るまでの主要な議論の経緯
については，社会経済生産性本部「首都機能移転論の経緯」参照
(92)正式名は「金融システム改革のための関係法律の整備等に関する法律」であるが，関係
法24本の「改正」を一括化したものであり， 98年6月5日に成立したのち，一部の「改正」
を除いて周年12月1日に施行された。
(93)帝国データパンク「全国企業倒産集計J(1998年7月14日発表)
(94)自民党惨敗に終わった参院選挙の結果については，五十嵐仁「参議院選挙結果と日本の
政治J( r経済J]98年9月号)参照
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